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１，長崎県水産業の概要 

１．水産業の地位 

 

本県は、全国の11.8%にあたる4,167㎞の海岸線に面した広大な漁場に恵ま

れ、海面漁業・養殖業生産量、産出額、漁業経営体数及び漁業就業者数は全国第

２位の水産県である。 

また、水産業は県内総生産の1.0%、就業人口の1.6%を占め、造船、漁業資材、

流通等の幅広い関連産業を支える県の重要な産業である。特に、離島地域では水

産業が就業人口の9.2%を占めている。 

資料：経営体数・就業者数…「漁業センサス」、生産量…「漁業・養殖業生産統計」、産出額…「漁業産出額」 

注）経営体数は年間洋上作業従事日数30日未満の個人経営体は含まない。 

 

資料：産業別県内総生産額・・・「県民経済計算」 

注）総生産の合計は、輸入品に課される税・関税等加算前である。 

資料：産業別就業人口・・・「国勢調査」、「離島統計年報」  

 注）産業別就業人口合計には、「分類不能」分を含まない。 

※離島地域の就業人口は、離島振興法指定地域51島の集計 

 

 

 

区分 単位 長崎 全国 九州
全国に占め
る長崎県の
シェア

九州に占め
る長崎県の
シェア

長崎県の
全国順位

海面漁業・養殖業生産量（R5） 千トン 315 3,778 726 8.3% 43.4% 2

海面漁業・養殖業産出額（R5） 億円 1,238 15,241 4,044 8.1% 30.6% 2

漁業経営体数（R5） 経営体 4,804 65,662 17,828 7.3% 26.9% 2

漁業就業者数（R5） 人 9,208 121,389 32,802 7.6% 28.1% 2
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２．本県水産業の特色 

 

（１）地理的条件 

 

①  広大な大陸棚を有する東シナ海及び東シナ海と日本海をつなぐ対馬海峡に

面し、数多くの島嶼、半島で形成され、海岸地形は複雑。 

海岸線の総延長は、全国の11.8％にあたる4,167ｋｍで、北海道に次ぎ

全国第２位（北方領土４島を除くと全国第１位）。 

※海岸線延長：全国35,268ｋｍ（令和５年度版海岸統計） 

 

②  複雑な海岸線は湾や入江を形成し、海面養殖の適地や船泊地として、ま

た、長い海岸線には豊富な根付け資源、沿岸・沖合域には東シナ海と日本海

とを回遊する様々な魚種が四季折々に来遊し多くの魚介類に恵まれているこ

とから、多種多様な漁法からなる沿岸漁業、以西底びき網・大中型まき網等

の沖合漁業、海域特性に応じて魚類・貝類・藻類・真珠などの海面養殖業が

営まれている。 

 

（２）水産業の位置付け 

 

①  令和５年の海面漁業・養殖業生産量は、全国（378万トン）の8.3％に

あたる31万５千トンで、全国第２位。 

 

②  令和５年の海面漁業・養殖業産出額は、全国（１兆5,241億円）の8.1％

にあたる1,23８億円で、全国第２位。 

 

③  令和５年の漁業経営体数は、全国（65,662経営体）の7.3％にあたる

4,804経営体で、全国第２位。 

 

④  令和５年の漁業就業者数は、全国（121,389人）の7.6％にあたる

9,208人で、全国第２位。 

 

⑤  令和４年の水産加工品生産額は503億円（冷凍水産物製造業を除くと、

367億円）となっている。令和４年は水産缶詰・瓶詰製造業の生産額は全国

第８位、冷凍水産物製造業は全国第15位となっている。 

※令和４年の全国水産加工品生産額  ：3兆7,981億円  

〃    （冷凍水産物除く）：2兆9,975億円 
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⑥  沿海地区漁業協同組合数は、全国の7.3％にあたる62組合（令和６年4月

1日現在）であり小規模漁協が多く、令和５年度における１組合平均販売事

業取扱高は、８億１千万円。 

※全国沿海地区漁業協同組合数 ：845組合（令和６年4月1日） 

※全国１組合平均販売事業取扱高：14.8億円（令和４年度） 

 

（３）生産量全国第１位である主要魚介種（令和５年数値） 

 

    ① 海面漁業 

     アジ類      46,005トン（全国シェア 41％） 

      マアジ １位 

     イサキ       1,123トン（全国シェア 35％） 

     ウルメイワシ      37,931トン（全国シェア 43％） 

     カタクチイワシ   22,254トン（全国シェア 20％） 

     サバ類       76,146トン（全国シェア 28％） 

     タイ類       4,121トン（全国シェア 18％） 

      マダイ １位 

      キダイ １位 

      チダイ １位 

     サザエ        488トン（全国シェア 13％） 

     クロマグロ     1,806トン（全国シェア 14％） 

 

② 海面養殖業 

  フグ類       1,083トン（全国シェア 40％） 

  クロマグロ     6,253トン（全国シェア 39％） 

  真珠        5,429 kg （全国シェア 44％） 

 

 

令和５年度漁業・養殖業生産統計による集計結果 
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３．海面漁業 

令和５年における海面漁業の生産量は29万３千トンで、前年に比べて３万１千
トン（12％）増加した。また、令和５年の産出額は709億円で、前年に比べて 
57億円（９％）増加した。 
漁獲量については、マイワシ、ウルメイワシがそれぞれ１万７千トン、サバ類が

５千トン増加し、産出額については、ウルメイワシ24億円、マイワシ、サバ類が
各17億円、マアジが12億円増加した。 

 

４．海面養殖業 

令和５年における海面養殖業の生産量は２万３千トンで、前年と同程度であった。
また、令和５年の産出額は529億円で、前年に比べて73億円（16％）増加した。 
品目別では、真珠が120億円（前年比93％増）、ブリ類が116億円（前年比18％

増）と大きく増加した。 
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５．水産加工業 

令和４年の水産加工品の生産額は、503億円で、前年に比べて９億円（1.8％）

増加した。これは、冷凍水産物製造業の生産額が減少したものの、冷凍水産食品製

造業の生産額が増加したことによる。 

資料：平成 23 年、令和２年は「経済センサス」、それ以外の年は「工業統計」の数値 

※令和 3 年から「工業統計」は「経済構造実態調査」に統合 

 

 

＜参考１＞本県水産業の生産量、産出額の推移 

資料：生産量…「漁業・養殖業生産統計」、産出額…「漁業産出額」 

＜参考２＞本県人口の推移 

 ※離島地域は、離島振興法指定地域（51 島）の合計 

437

508

552

472

434

450

497 494 501
525 531 526

488

403

494 503

300

350

400

450

500

550

600

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

水産加工生産額の推移

年

億円

生産量（単位：万トン）

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R5/R4 R5/H25 R5-R4

海面漁業 27.2 30.0 30.3 26.8 25.3 27.0 24.6 24.4 24.0 29.6 28.6 31.7 29.1 25.1 22.8 24.7 26.2 29.3 111.7% 120.0% 3.1

海面養殖業 2.4 2.1 2.3 2.3 2.1 2.1 2.2 2.1 2.2 2.1 1.9 2.3 2.4 2.4 2.3 2.3 2.3 2.3 98.9% 105.7% 0.0

計 29.6 32.1 32.5 29.1 27.4 29.1 26.7 26.5 26.2 31.7 30.6 34.0 31.4 27.5 25.1 27.1 28.5 31.5 110.7% 118.9% 3.0

産出額（単位：億円）

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R5/R4 R5/H25 R5-R4

海面漁業 754.4 767.9 778.9 720.5 664.1 710.5 640.8 642.0 637.9 681.0 644.4 678.9 636.2 629.0 564.4 571.3 652.7 709.4 108.7% 110.5% 56.7

海面養殖業 280.9 265.5 246.6 238.4 237.3 249.5 260.2 279.4 326.4 318.8 329.8 378.1 360.1 384.0 328.1 364.8 456.0 528.7 115.9% 189.2% 72.7

計 1,035.3 1,033.4 1,025.5 958.9 901.4 959.9 901.0 921.4 964 1,000 974 1,057 996 1,013 893 936 1,109 1,238 111.7% 134.4% 129.4



６

２，令和７年度基本方針

令和７年度は、令和３年３月に策定された「長崎県総合計画 チェ

ンジ＆チャレンジ２０２５」及び「「第２期長崎県まち・ひと・しご

と創生総合戦略」に基づき、地域に密着した産業の担い手の確保・育

成、漁業所得の向上と持続可能な生産体制の整備、養殖業の成長産業

化と加工・供給体制の強化、地域の活力と魅力にあふれる農山漁村づ

くりなどを総合的に推進します。

また、「多様な人材が活躍し、環境変化に強い持続可能な水産業と

賑わいのある漁村づくり」を基本理念として策定した「長崎県水産業

振興基本計画」に基づき下記６項目の基本目標を掲げ各種施策に取り

組むとともに、令和５年度に策定した「新しい長崎県づくり」のビジ

ョンに掲げる、概ね１０年後のありたい姿の実現に向けた施策の推進

についても、部局横断的に取り組んでいくこととしております。

令和７年度は、ＩＪターンなど移住者の呼び込みや子育て世代の受

入体制づくりによる漁業と漁村を支える人材の育成、新漁法導入等の

漁業経営におけるプラスワンのチャレンジの推進、多様な水産物の国

内外での販路の拡大、海や漁村における地域資源を生かした海業の創

出などに引き続き取り組むとともに、環境変化やコスト高などに対応

するための養殖技術の実証・導入、中核的養殖業者の育成や養殖産地

における漁場の有効利用、長崎ならではの食材提供の場の創出と魅力

発信による消費の拡大などに取り組んでまいります。

（長崎県水産業振興基本計画 基本目標）

１ 漁村地域の生産力を支える多様な人材の確保・育成

２ 環境変化に強く収益性の高い魅力ある漁業経営体の育成

３ 資源管理の推進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり

４ 養殖業の成長産業化

５ 県産水産物の国内外での販売力強化

６ 多様な人材の活躍による漁村の賑わいや活力創出
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３，令和７年度重点事業 
 

１ 漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化 
 

１．新たにチャレンジ水産経営応援事業 

（基本目標（１）－① ､（２）－①、（６）－①） 

(1)概 要 

将来の漁村地域の核となる若い漁業者の新たな取組に対するサポートや機器整
備の支援、並びに漁村地域の活性化のために漁協等が行う海業の推進等に必要な
施策を支援するとともに、漁業者に対する経営指導やスマート会計導入講座等の

学習会を開催し、漁業者及び漁協等の経営力の強化を応援します。 

(2)事業主体：市町、漁協、漁業関係団体、経営計画を策定した漁業者等 

(3)補助対象メニューとその概要 

ア 漁業者を支援 

 〇チャレンジぷらすＯＮＥ 

新たな漁法の導入や、漁業×海業・６次産業化への参入などマルチな働き方

にチャレンジする漁業者を支援します。 

対  象：県内漁業協同組合に所属する漁業者（原則５５歳未満） 
補 助 率：１／３以内。３者以上の漁業者グループに対しては１／２以内。 
     ただし、市町が県費以外に１／６以上補助すること。 

補助上限：２０，０００千円 
 〇所得向上支援対策 

経営計画に定めた所得目標の達成のための取組等に必要な機器類の整備等に
対し支援します。 
対  象：県内漁業協同組合に所属する漁業者（原則６５歳未満） 
補 助 率：１／６以内。新規着業後３年以内の場合は１／３以内。 
     ただし、市町が県費以外に１／６以上補助すること。 
補助上限：１０，０００千円 

 〇漁業者への経営指導や学習会の開催など 

経営指導サポートセンター（中小企業診断士協会）による経営計画策定指導

や県内優良事例の普及、現地視察、スマート会計導入講座や新規就業者を対

象とした漁業経営基礎講座などを行います。 

対  象：県内漁業協同組合に所属する漁業者 
事業主体：長崎県 

イ 漁協等を支援 

 〇地域でチャレンジ強い漁業基盤づくり 

海業や６次産業化など、漁協の新たな取組に必要な施設・機器整備等を支援

します。 

対  象：市町、漁業協同組合 
補 助 率：１／２以内。 
     ただし、市町が県費以外に１／６以上補助すること。 

補助上限：２０，０００千円 
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 〇省エネ・省人化、カーボンニュートラルに向けた施設整備など 

対  象：市町、漁業協同組合、漁業関係団体 
補 助 率：１／２以内。 
     ただし、広域団体を除き市町が県費以外に１／６以上補助すること。 

補助上限：２０，０００千円  

ウ 漁村塾事業 

 ①スマート会計導入講座 

  会計ソフトを使用した経営管理の手法やインボイス制度、電子帳簿保存法等

の新制度など、経営力向上を図るための講座を開催します。 

  対  象：会計ソフトによる経営管理手法の習得を目指す漁業者グループ 

  研修内容：経営管理の手法、会計ソフトの使用方法 等 

  講  師：税理士、中小企業診断士 等 

  事業主体：長崎県 

 ②漁業経営基礎講座 

  漁業への着業を目指す漁業就業実践研修生に対して、経営管理の基礎を習得

するための学習会を開催します。 

  対  象：漁業就業実践研修事業の研修生 

  研修内容：経営管理の基礎知識、税制 等 

  講  師：税理士、中小企業診断士 等 

  事業主体：長崎県 

 ③集中講座 

  環境や社会情勢の変化に強い経営体の育成を目指して、漁業経営基礎や生産

性拡大、また、スマート水産業について学ぶための講座を開催します。 

  対  象：漁業者 

  研修内容：経営管理、漁業技術の向上、省エネ、スマート水産業 等 

  講  師：機器メーカー、中小企業診断士 等 

  事業主体：長崎県 

 ④出前講座 

  各地に講師を派遣し、最新の漁業技術等に関する学習会を開催します。 

  対  象：漁業者 

  研修内容：漁業技術の向上、最先端の漁労機器 等 

  講  師：熟練漁業者、機器メーカー 等 

  事業主体：長崎県 

(4)事業期間：令和５年度～令和７年度 

(5)令和７年度予算額：７８，４２９千円 

 

 

 

 

担当 水産経営課 経営金融担当・漁村振興担当 電話 095-895-2832・2833 
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２．漁業と漁村を支える人づくり事業（基本目標（１）－①、（６）－①） 

市町や漁協、系統団体等と連携して設置した漁業伝習所が中心となって、本県の

漁業や漁村の魅力などを広く発信することにより漁業就業希望者を本県に呼込む

とともに、地域の実態に合った就業前技術習得研修に加え、就業後の離職防止を図

ることで新規就業希望者の着実な着業を推進しスムーズで切れ目のない支援体制

を整備し、漁業と漁村を支える人材の育成を推進します。 

 

○情報発信、漁村づくり（漁村への呼び込み、受入体制の整備など） 

(1)概 要 

漁業や漁村の魅力や各種イベントの各種メディアを通じた発信、就業支援フェ

アと就業相談会の開催、水産業に対する理解と認識を深める水産教室や高校生な
どの漁家派遣研修の開催、地域の受け皿組織（担い手協議会など）の運営・活動
の支援、漁村の活性化に向けた地域分析とワークショップの開催、移住者を受け
入れるモデル地区における体制の構築などを行います。 

(2)事業主体：長崎県、市町、県漁連等 

(3)補 助 率：県１／２以内（市町、団体への補助事業の場合） 

○ 漁業就業実践研修事業（就業に向けた漁業技術習得研修への支援） 

(1)概 要 

漁業への就業を希望する者が漁業技術習得研修に取り組む際の研修費、指導者
への謝金等に対する支援を行います。 

(2)事業主体：市町 

(3)補 助 率：県１／２以内 

(4)対象経費：研修費（最大１３８千円/月、最大２４ヶ月） 

指導謝金（最大１５０千円/月、最大２４ヶ月）※独立型研修のみ 

保険料等（５０千円/年） 

※独立経営を目指すＵＩターン者に限り研修期間を１年間延長可能 

※対象経費の上限額、研修期間は研修コースや条件で異なります。 

(5)補助の条件：研修後１年以内に地域の漁業に従事し、３年以上従事すること 

○ 新規漁業就業者定着支援研修事業（就業直後の離職防止支援等） 

(1)概 要 

移住してきた漁業就業者の離職防止を図るため、新規漁業就業者への漁業経費
支援及び漁業技術向上に向けた研修に加え、漁業種類の転換・多角化などによる
経営強化に取り組む者の研修への支援を行います。 

(2)事業主体：市町 

(3)補 助 率：県１／６以内（漁業経費支援）、県１／２以内（研修） 

(4)対象経費：漁業経費、研修費、指導謝金、指導者旅費 

○ 事業期間：令和５年度～令和７年度 

○ 令和７年度予算額：９８，２１２千円 

担当  水産経営課 漁村振興担当  電話 ０９５－８９５－２８３２ 
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２ 外国人材の地域における活躍 
 
中長期的な視点から、本県の水産業を支える人材として、特定技能や技能実習

制度により外国人材を積極的に受け入れていくため、水産業における受入促進の
取組を進めます。 
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３ 漁業者の経営力強化 
 

１．漁協機能向上支援事業費（基本目標（２）－①） 

(1)概 要 

地域の中核的組織として漁協機能の向上を図るため、経営計画の策定、合併推
進、人材育成のための取組を支援するとともに漁協事務の効率化を推進する。 

(2)事業の内容 

ア 補助事業 

①経営計画等策定支援事業 

・事業主体：水産業協同組合 

・事業内容及び対象経費 

水産業協同組合が課題解決を図るため経営計画等（経営改善計画、合併計

画を含む）を策定する際に行う中小企業診断士等の専門家による経営診断等

に要する経費を支援する。 

・補助率：県１／２以内 

②漁協合併推進事業 

・事業主体：長崎県漁協合併推進委員会 

・事業内容及び対象経費 

長崎県漁協合併推進委員会が漁協の役職員、組合員等を対象として行う合

併推進のための啓発活動、合併検討組織における運営、合併実務の指導及び

ワークショップ開催等に要する経費を支援する。 

・補助率：県１／２以内 

イ 委託事業 

①漁協事務効率化支援事業 

・事業内容 

事務改善が必要と認められる漁協に対して、一定期間、中小企業診断士や

税理士等の専門家を派遣して事務の効率化などの指導を行う。 

(3)実施期間：令和５年度～令和７年度 

(4)令和７年度予算額：５，５８４千円 

 

 

 

 

２．漁業経営セーフティーネット活用促進事業（基本目標（２）－①） 

(1)概 要 

新型コロナウイルス感染症に加え、燃油価格の急激な高騰による影響が懸念さ
れるため、漁業経営セーフティーネット制度への加入・継続に必要な経費を支援
します。 

(2)事業主体：漁業協同組合 

担当 漁政課 検査指導担当  電話 ０９５－８９５－２８１３ 



１２ 

 

(3)事業期間：令和７年度（※令和６年度 11月補正） 

(4)補助対象経費 

ア 令和７年度漁業経営セーフティーネット制度への加入・継続に必要な経費 

イ 当該事業に伴う事務経費 

(5)補助率等 

ア 積立金の１／３ 

イ 令和７年度燃油セーフティーネット事業に加入する所属組合員１者当たり

1千円 

(6)令和７年度予算額（令和６年度 11月補正予算額の繰越）：１９２，９５６千円 

 
 

３．漁業許可・海面利用調整事業（基本目標（２）－①、（４）－①） 

(1)概 要 

本県漁業者の収益性の向上を図るために、許可の有効活用等を促進することで
漁業経営の多角化を推進するとともに、改正「遊漁船業の適正化に関する法律」
の施行に伴う、遊漁船業の安全管理体制の構築のための登録事務や指導、海面の
円滑な利用のための取組を推進します。 

(2)事業内容 

・許可の有効活用促進対策 
・漁業・遊漁・海面利用調整対策 
・遊漁船業の登録、指導 
・いかつり漁船の県外水域出漁促進対策事業 等 

(3)事業主体 

ア イ：長崎県 

ウ  ：長崎県いか釣漁業協議会 

(4)事業期間：令和３年度～ 

(5)補助率等 

ウ：県１／２以内 

(6)令和７年度予算額：７，６３４千円 

 
 

４．【再掲】新たにチャレンジ水産経営応援事業 

（基本目標（１）－① ､（２）－①、（６）－①） 

担当 漁政課 企画調整担当     電話 ０９５－８９５－２８１６ 

担当  漁業振興課 漁業調整担当    電話 ０９５－８９５－２８２５ 
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４ 水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の 

推進と漁場づくり 
 

１．資源管理高度化推進事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

水産資源の適切な管理を推進するため、効果的な資源管理の取組を推進します。 

ア 資源管理協定高度化 

県内漁業者の自主的な資源管理協定の取組について評価・検証への指導を行
い、より効果的な取組への見直しを促進します。 

イ 漁獲可能量（ＴＡＣ）管理 

ＴＡＣの設定と適切な資源管理を推進するため、県内関係漁協及びまき網漁
業者等からの漁獲・水揚等情報の収集と解析を行い、国へのＴＡＣ対象魚種の
漁獲報告を行います。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：平成２７年度～ 

(4)令和７年度予算額：１２，２５５千円 

 

 

２．栽培漁業センター事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

県内各地域の漁業関係団体が放流しているトラフグ、クエ、アワビ等の魚介類種
苗の安定供給を図るため、県栽培漁業センターで行う種苗の生産業務を(株)長崎県
漁業公社に委託します。 
本年度は、約２５７万尾（個）の種苗を供給する予定です。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：昭和５３年～ 

(4)令和７年度種苗供給計画(単位：千尾、千個) 

クエ   ２０１  トラフグ ７２   カサゴ ２３２ 
オニオコゼ  ８０  ガザミ  ３３０  アワビ類 ２４１ 
ウニ    １０３  アオナマコ １，３１７ 

(5)令和７年度予算額：１８８，１４６千円 

 

 

担当   漁業振興課 資源管理担当  電話 ０９５－８９５－２８２３ 

担当   漁業振興課 栽培漁業担当  電話 ０９５－８９５－２８２１ 
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３．高級魚クエ資源増大支援事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

市場価値が高く、資源の増大に対する漁業者の期待が高いクエについて種苗放
流と漁獲管理が一体となった資源管理の取組を支援することでクエ資源の維持・
増大を図ります。 

(2)事業主体：各地域栽培漁業推進協議会 

(3)補助率：２／３ 

(4)事業年度：令和５年度～令和７年度 

(5)令和７年度予算額：１２，２４３千円 

 
 

４．水産環境整備事業（増殖場、魚礁の整備（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

漁場環境の変化に対応しつつ産卵・幼稚魚育成の場としての藻場の再生及び沖
合の基礎生産力の増大に資する漁場づくりを推進します。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：令和４年度 ～ 令和１３年度   

(4)事業箇所：長崎北地区、長崎南地区、五島地区、壱岐地区、対馬地区 

対馬東方地区（計６地区） 

(5)令和７年度予算額：３，７１３，６７５千円 

 

 

５．広域種共同放流推進事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

複数県間を移動・回遊する広域回遊種（クルマエビ）について、資源の維持回

復を図るため、関係県での共同放流と、海域の特性に応じた適切な手法による資
源管理を推進します。 

(2)事業主体：有明海栽培漁業推進協議会 

(3)補助率：２／３ 

(4)事業期間：令和５年度～令和７年度 

(5)令和７年度予算額：１０，８５３千円 

 

担当   漁業振興課 栽培漁業担当  電話 ０９５－８９５－２８２１ 

担当   漁港漁場課 漁場・環境計画担当  電話 095-895-5226・5227 
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６．有明海漁業振興技術開発事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要  

有明海特産魚介藻類について、効果的な増養殖技術を開発するため、海域特性
に応じた種苗生産・育成・放流技術の確立等に取り組みます。 

ア 放流技術の改善：ガザミ、トラフグ、ヒラメ 

イ 種苗生産技術と増養殖技術の開発：タイラギ、マガキ、ワカメ、ヒジキ 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：令和６年度～令和８年度  

(4)令和７年度予算額：１２６，７７３千円 

 

 

７．密漁防止連携啓発事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

法令遵守の意識づくりを促進するため、漁場監視連絡協議会等が行う密漁防止
に繋がる啓発活動の支援を実施します。 

(2)事業内容：①漁場での啓発活動に必要な船舶等の経費に対する助成 

②密漁防止の呼び掛け等の看板制作や設置等に対する助成 

(3)事業主体：①各漁場監視連絡協議会 

②各漁場監視連絡協議会、漁協、漁連、市町 

(4)事業期間：令和６年度～令和１０年度 

(5)令和７年度予算額：９，２６７千円 

 

８．悪質漁業違反夜間取締対策事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

夜間に横行している悪質な漁業違反に対処するため、夜間取締強化期間を設定
して、他の捜査機関や自警船と連携しながら、複数の取締船や航空機等を使用し
た集中的な取締を実施します。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：平成１９年度～ 

(4)令和７年度予算額：５，１４６千円 

 

 

担当   漁業振興課 栽培漁業担当  電話 ０９５－８９５－２８２１ 

担当   漁業取締室        電話 ０９５－８６０－１１３５ 
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９．水産環境保全対策推進事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

水産業・漁村の多面的機能の効果的・効率的な発揮に資する地域の取組を支援
し、産卵や幼稚魚育成の場としての藻場の再生等、環境生態系の保全により、水
産資源の維持・増大を図ります。 

(2)事業内容 

水産多面的機能発揮対策事業を活用した藻場・干潟の保全活動への支援 

(3)事業主体：地域協議会（県、市町、漁業団体等で構成） 

国から交付された交付金等を、地域協議会から活動の主体である漁業

者等で構成する活動組織に交付します。 

(4)事業期間：令和６年度～令和７年度 

(5)負担割合 

◇環境・生態系保全 

国７／１０以内、県１.５／１０以内、市町１.５／１０以上 

※ 特定有人国境離島地域は 国８／１０以内、県１／１０以内、 

市町１／１０以上 

◇海の安全確保 

国定額(ただし、資機材購入は１／２以内)  

(6)令和７年度予算額：５２，６００千円 

 

 

１０．藻場保全サイクル構築事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

県営漁港・漁場施設におけるブルーカーボンクレジットの認証に向けた調査や、
漁港水域を活用した新たな藻場造成を行うための水域調査を推進し、ブルーカー
ボンクレジットや漁港の有効活用等による藻場保全サイクルの構築と、その円滑
な推進を目指します。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：令和６年度～令和８年度 

(4)令和７年度予算額：７，３００千円 

 

 

１１．水産環境整備事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

漁場環境が悪化している沿岸域において、海底耕うんにより漁場の生産力の 
回復や水産資源の生息場の環境改善を図る。 

(2)事業内容 

①有明海沿岸地区・橘湾地区海底耕うん事業、②有明海沿岸地区 
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(3)事業主体：長崎県 

(4)事業期間：①令和５年度～令和９年度、②令和２年度～令和７年度※ 

(5)補助率等 

国：１／２ （地元負担金５／１００） 

(6)令和７年度予算額：①２３，１００千円、②１２１，００５千円※ 

※②はＲ６繰越予算により実施。 

 

 

１２．水産基盤整備事業効果調査費（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

整備した人工魚礁の利用促進・効果把握、設置後数年経過した増殖場の藻場機
能の判定や機能向上対策の検討を行います。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：平成１６年度～ 

(4)事業箇所：県内全域 

(5)令和７年度予算額：４，３３５千円 

 

 

１３．離島漁業再生支援事業（基本目標（３）－①、（６）－①②③） 

(1)概 要 

離島漁業の再生を図るため、漁場の生産力の向上や漁業の再生に関する実践的
な取組、新規就業者に対する漁船･漁具等のリースの取組、並びに特定有人国境離
島地域における水産物等地域資源を活用した漁業集落の雇用創出活動を交付金に

より支援します。 

(2)事業内容 

ア 離島漁業再生事業交付金（基本交付金） 

①対象地域 

離島振興法で指定された離島であって、本土から一定距離以上離れている

離島。 

ただし、本土からの航路距離が 15ｋｍ未満など、本土に近接している離島

については、地理的・経済的・社会的な不利性が高いとして県知事が認定す

る特認離島となります。 

      特認離島：高島（長崎市）、高島（佐世保市）、高島（平戸市）、 

青島・飛島（松浦市） 

②交付対象 

市町が策定した漁業集落活動促進計画に基づく集落協定を締結した漁業

集落 

担当  漁港漁場課 漁場・環境計画担当 電話 ０９５－８９５－２８５５ 
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③支援内容 

・漁業の再生に関する話し合いと、集落協定の策定（必須） 

・漁場の生産力向上に関する取組 

種苗放流、漁場の管理・改善、産卵場・育成場の整備、漁場監視等 

・漁業の再生に関する実践的な取組 

新たな漁具・漁法の導入、新規漁業への着業、高付加価値化、販路拡大等 

④補助率等：国１／２、県１／４、市町１／４ 

（特認離島においては国１／３、県１／３、市町１／３） 

⑤事業期間：令和７年度～令和 11年度 

イ 離島漁業新規就業者特別対策事業交付金 

①対象地域：ア と同じ 

②対象漁業集落：「浜の活力再生プラン」を策定する地域に所在する集落 

③支援内容 

次の要件をすべて満たす新規就業者に対する漁船・漁労設備・漁具等のリー

ス料 

・独立して３年未満かつ４５歳以下の者 

・漁船を所有していない者 

・３年以上漁業に従事する予定と意欲がある者 

④補助率等：国１／２、県１／４、市町１／４ 

⑤事業期間：令和７年度～令和 11年度 

ウ 特定有人国境離島漁村支援交付金 

①対象地域 

有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維

持に関する特別措置法第２条第２項において定められた特定有人国境離島

地域 

②支援内容 

ⅰ雇用を創出するための取組 

新たな漁業又は海業に取り組む者、あるいは漁業又は海業の事業規模の 

拡大を行う者を漁業集落が実施する場合に要する一定の経費 

ⅱ雇用の創出を円滑に行うための環境整備 

漁業集落がアの取組を効果的に進める上で基盤となる良好な集落環境を

整備するのに要する一定の経費 

③補助率等 

ⅰ国１／２、県１／８、市町１／８（事業者負担１／４） 

ⅱ国：定額、対象経費が国の交付額を超える場合、超える部分について県・

市町がそれぞれ１／２を負担 

④事業期間：令和４年度～令和８年度 

(3)令和７年度予算額：１，０４１，７９４千円 

担当  漁政課 企画調整担当     電話 ０９５－８９５－２８１６ 
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５ 養殖業の成長産業化 
 

１．【新】持続可能な養殖産地育成事業 

（基本目標（４）－①、（５）－①②） 

(1)概 要 

養殖業の持続的な成長のため、中核的な養殖業者による先端技術の導入や販売
力強化を支援し、産地の発展に向けた漁場の有効利用を推進 

(2)事業内容 

先進技術の導入による生産性の向上や販路の拡大など地域の先駆けとなる養

殖モデル計画を策定し、計画の実践に要する資機材の導入等を支援。検証結果を

地域の養殖業者へ波及させる。 

(3)事業主体：養殖業者 

(4)事業期間：令和７年度～ 令和９年度 

(5)補助率：県１/２以内 

(6)令和７年度予算額：３２，９０７千円 

 

 

２．養殖技術ブレイクスルー促進事業（基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

赤潮等の自然災害対策や生産コストの低減、新魚種の導入など養殖業における
課題解決に向けて、民間のアイデアを活用しながら技術開発・実証を推進 

(2)事業内容 

養殖業における課題解決に向け、公募型の委託により民間のアイデアを活用し
ながら技術開発・実証を行う。 

(3)事業主体：県 

(4)事業期間：令和６年度～ 令和８年度 

(5)令和７年度予算額：６０，６０３千円（１件 2,000万円上限×３テーマ） 

 

 

３．有明海沿岸漁業不振対策指導事業（基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

有明海の漁業不振に対応するため、ノリ養殖漁場観測を濃密に実施するととも
に、国や有明３県との連携による総合的なノリ不作対策を検討し、関係漁業者に
対する的確な情報提供と指導を行います。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：平成１４年度～  

(4)事業箇所（漁場観測実施箇所）：有明海沿岸 

（雲仙市～島原市地先のノリ養殖漁場６定点：１０月～３月、月４回程度実施）  

(5)令和７年度予算額：２，５３４千円 



２０ 

 

４．魚類養殖総合対策事業（基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

魚類養殖の健全な発展を図るための適正な指導や全国に先駆けて取り組んでい
る適正養殖業者認定制度の推進・ＰＲ等の取組への支援、コイヘルペスウイルス
病発生時の対応等を行います。 

(2)事業内容 

ア 魚類養殖指導指針に基づく適正養殖の指導等 

イ 適正養殖業者認定制度の運営等に対する助成 

①適正養殖業者認定制度の推進・ＰＲ等 

②適正養殖業者認定制度と該当養殖魚の認知度向上 

ウ コイヘルペスウイルス病発生時の調査・検査等 

(3)事業主体     アウ：長崎県 

イ ：長崎県漁業協同組合連合会 

(4)事業期間    昭和６０年度～ 

(5)補助率     イ：県１／２以内 

(6)令和７年度予算額：６，７９８千円 

 

 

５．養殖用配合飼料高騰対策事業（基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

原料魚の漁獲量減少や世界的な需要拡大、円安の影響による輸入魚粉の高騰が
懸念されるため、漁業経営セーフティーネット制度(配合飼料対策)への加入・継
続に必要な経費を支援します。 

(2)事業主体 

漁業協同組合 

(3)事業期間 

令和７年度（※令和６年度１１月補正） 

(4)補助対象経費 

ア 令和７年度漁業経営セーフティーネット制度への加入・継続に必要な経費 

イ 当該事業に伴う事務経費 

(5)補助率等 

ア 積立金の１／３ 

イ 令和６年度漁業経営セーフティーネット事業に加入する所属組合員１者当た 

り 1千円 

(6)令和７年度予算額（令和６年度１１月補正予算額の繰越）：３９１，２１６千円 

 
担当  水産加工流通課 養殖振興担当 電話 ０９５－８９５－２８７２ 
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６ 県産水産物の国内販売力の強化 
 

１．県産水産物国内販売強化事業（基本目標（５）－①） 

(1)概 要 

水産加工品の商品力の向上や新たな需要を取り込むための商品開発やデジタル

機器導入等を支援します。 

(2)事業内容：①量販店バイヤーと連携した商品開発・改良等 

②生産性向上のためのデジタル機器等の導入 

(3)事業主体：漁協、県漁連、加工団体及び加工業者等のグループ等 

(4)補助率 ：県１／２以内 

(5)事業期間：令和５年度～令和７年度 

(6)令和７年度予算額：２５，９６６千円 

 

 

２．長崎のさかな魅力発信事業（基本目標（５）－①） 

(1)概 要 

地産地消イベントの実施や県内外における水産物の販売促進、PR等の取組を支

援します。 

(2)事業内容 

ア 地域の「推し魚」を選定し、域内供給体制を構築 

イ おいしい魚食普及支援事業 

ウ おいしい魚ＰＲ・食育・地産地消推進事業 

 エ 県外大型商談会での情報発信を実施 

 オ 長崎俵物インターネット販売促進等を実施  

 カ 市場関係者と県内生産者との新たな関係構築のため情報交換会を実施 

(3)事業主体：ア・カ 県、イ・ウ 漁協、魚市場協会、加工業者等のグループ等、

エ 県漁連、漁協、加工業者（俵物認定業者）等、 

オ （一社）水産加工振興協会 

(4)補助率：イ 県１/３以内、ウ・エ・オ １/２以内 

(5)事業期間：令和５年度～令和７年度 

(6)令和７年度予算額：４４，６７９千円 
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３．水産加工振興対策費（基本目標（５）－①） 

(1)概 要 

水産加工振興祭水産製品品評会の開催、全国農林水産祭への参加等を通じ本県

水産加工業のレベルアップを図るとともに、県民へのＰＲにより、本県水産加工

品の消費拡大を図ります。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：平成６年度～ 

(4)令和７年度予算額：２，７１７千円 

 

 

４．【再掲】持続可能な養殖産地育成事業 

（基本目標（４）－①、（５）－①②） 

 
 
 
７ 県産水産物の国外販売力の強化 
 
１．長崎産水産物海外マーケット拡大事業（基本目標（５）－②） 

(1)概   要 

成長する海外の需要を取り込むため、輸出に必要なパートナーの発掘や効果的
な PRの実施、新たなルートの開拓等を行い、県産水産物の輸出拡大を促進します。 

(2)事業内容： 

ア 海外市場開拓のための販促ＰＲ等 

イ 試験輸送や商談会出展等新規販路開拓の推進 

ウ 輸出先国が求める衛生管理基準への対応等 

(3)事業主体：ア 県、イ 県内の漁業者、養殖業者、製造・加工業者等が構成する連   

携体等、ウ 県 

(4)事業期間：令和７年度～令和９年度 

(5)令和７年度予算額：６８，５８３千円 

 

２．【再掲】持続可能な養殖産地育成事業 

（基本目標（４）－①、（５）－①②） 

 

担当 水産加工流通課 輸出振興担当 電話 ０９５－８９５－２８７３ 

           養殖振興担当 電話 ０９５－８９５－２８７２ 

担当 水産加工流通課 国内流通振興担当 電話 ０９５－８９５－２８７１ 

           養殖振興担当   電話 ０９５－８９５－２８７２ 
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８ 高度衛生管理に対応した体制の構築 
 

１．水産流通基盤整備事業（基本目標（５）－③） 

(1)概 要 

長崎漁港（三重地区）では、安全・安心な水産物の安定供給を図るため、高度
衛生管理施設の整備を行ないます。水産物の水揚げから流通までの一貫した鮮度
保持、衛生管理対策の導入のため、岸壁と配送用作業施設の整備を推進します。 

(2)事業主体：長崎県 

(3)事業期間：令和６年度～令和１５年度 

(4)事業箇所：長崎漁港（長崎市） 

 

【参考】令和７年度水産基盤整備事業予算一覧表         （単位：千円）   

事  項 令和７年度当初 令和６年度当初 

漁港漁村整備 ４５，０００ １９２，０００ 

 

事  項 令和６年度１１月補正 令和５年度１１月補正 

漁港漁村整備 ０ １３８，０００ 

                  ※長崎漁港の衛生管理対策予算を記載 

※令和５年度１１月補正は前計画の予算を記載  

 

 
 
 
９ 漁村に人を呼び込む仕組みづくり 

 

漁村地域が、地域の持つ自然・生産・空間・文化等の地域資源や住まい、生活環

境・子育て環境、漁業の魅力や漁村のライフスタイル等を広く情報発信し、就業者

支援フェア・移住相談会等を通じて、漁村の担い手となる多様な人材の呼び込みを

図るなど、関係機関と連携し移住者へのスムーズで切れ目のない支援体制の構築等

を推進します。 

また、水産業・漁村が持つ多面的機能の発揮に資する漁業者の活動支援や漁港施

設の有効活用により交流、関係人口の拡大に取り組みます。 

 

１．【再掲】新たにチャレンジ水産経営応援事業 

（基本目標（１）－① 、（２）－①、（６）－①） 

 

２．【再掲】離島漁業再生支援事業（基本目標（３）－①、（６）－①②③） 

担当 漁港漁場課  漁港計画担当    電話 ０９５－８９５－２８５７ 

  水産加工流通課 魚市場担当    電話 ０９５－８９５－２８７５ 



２４ 

 

１０ 漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり 

  

地域資源を活用して漁村地域を活性化させるため、新たな漁業又は海業の起業及

び事業規模の拡大により、地域ビジネスの展開や雇用の創出の取組を推進します。 

 

１．海業チャレンジ応援事業（基本目標（６）―②③ ） 

(1)概 要 

海業推進スキームを通じて、漁協等に県内外の海業先進事例などの情報提供を
行い、海業の取組に意欲のある漁協等に対して、コンテンツ作り・磨き上げ、立
ち上がりを支援し、県内での海業を推進します。 

(2)事業内容 

ア 海業に関する情報提供 

市町や観光部局と連携しながら、漁協を中心に実施主体となり得る事業者等

に対し、海業に関する情報を提供 

イ 先進地キーパーソンの招聘 

海業先進地からキーパーソンを招聘し、さらなる意識醸成を図る 

ウ 観光専門人材による支援 

地域資源を専門人材の眼から海業コンテンツやビジネスプランに取りまとめ 

エ モニターツアーの実施 

旅行会社の眼で「売れる商品」へブラッシュアップ 

(3)事業主体：県内漁協等 

(4)事業期間：令和５年度～令和７年度 

(5)令和７年度予算額：９，８３９千円 

 

２．【再掲】離島漁業再生支援事業（基本目標（３）－①、（６）－①②③） 

 

 
 
 

１１ 異業種との連携による浜の活性化 

  

交流人口や収入、雇用者数の増大による浜の活性化のため、観光業、飲食業、食

品加工業、エネルギー関連産業などの異業種との連携を図り、体験型漁業や漁協等

の協力のもと「釣り」を滞在型観光のツールとした魅力的な地域ブルーツーリズム

等の構築を推進します。 

 

１．【再掲】海業チャレンジ応援事業（基本目標（６）―②③ ） 

 

２．【再掲】離島漁業再生支援事業（基本目標（３）－①、（６）－①②③） 
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１２ 生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に 
向けた浜の環境整備 

 

水産業の成長産業化を後押しするため、拠点漁港の生産・流通基盤の強化を進め

ていくとともに、漁村の賑わい創出に向けた、既存施設の有効活用と維持補修対策、

就労環境を改善する浮桟橋、防風・防暑施設等の充実や防災対策を推進します。 

 

令和７年度水産基盤整備事業予算（当初） ８，３７１，６２１（千円） 

 

１．拠点漁港における生産・流通基盤の強化（基本目標（６）－④） 

(1)概 要 

水産物集出荷体制の効率化によるコスト縮減や衛生管理などによる魚価向上、
大規模養殖展開の推進など、漁業所得の向上に向けた拠点漁港における生産・流
通基盤の強化を図ります。 

(2)事業主体：長崎県、雲仙市等 

(3)事業箇所：長崎漁港（長崎市）、京泊（南串山）漁港（雲仙市）等 ２３漁港 

 

 

２．高齢者や女性、新規就業者等が働きやすい漁港づくり（基本目標（６）－④） 

(1)概 要 

高齢者や女性、新規就業者等が、季節や干満の差に左右されない陸揚げ作業な
ど、安心して働くことができる環境を整えるための浮桟橋や防風・防暑施設等の
整備促進を図ります。 

(2)事業主体：長崎県、壱岐市等 

(3)事業箇所：前津吉漁港（平戸市)、初山漁港（壱岐市）等 ２４漁港 

 

 

３．災害に強く、安全・安心な漁村づくり（基本目標（６）－④） 

(1)概 要 

近年多発する台風・大雨・高潮・地震などの自然災害に備え、災害に強く、漁

業者の安全・安心な暮らしと命を守る漁村づくりに向けた施設整備やソフト対策
を積極的に行います。 

(2)事業主体：長崎県、佐世保市等 

(3)事業箇所：奈留漁港（五島市）、針尾漁港（佐世保市）等 ３８漁港 

 

 

担当  漁港漁場課 漁港計画担当     電話 ０９５－８９５－２８５７ 



２６ 

 

１３ 総合水産試験場における試験研究の充実 
 

総合水産試験場は本県の水産行政を技術的側面から推進することを目的に、重点

化を図る項目として、以下 5つの研究計画を定め、経常研究事業や国の受託事業等

により研究開発に取り組んでいます（試験研究費：８７，５６９千円）。 

①持続可能な漁業のための資源評価と管理技術の開発 

②養殖業の経営安定化と成長産業化を支える技術開発の推進 

③情報通信技術を活用した漁船漁業・養殖業のスマート化技術の開発 

④長崎の特色を活かした水産加工技術の開発と技術支援 

⑤研究体制の充実と情報発信 

主な事業は、次のとおりです。 

 

１．【新】沿岸漁業育成支援事業（基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

資源評価の高度化に資するモニタリング技術開発と操業効率化に資する技術開
発や調査を行うとともに、スマート技術や漁海況情報を活用できる漁業者を育成
し、持続可能な沿岸漁業の実現を目指します。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和６年度 ～令和１０年度  

(4)令和７年度予算額：８，９１１千円 

 

 

２．【新】増殖場を活用した重要資源の放流効果向上事業 （基本目標（３）－①） 

(1)概 要 

重要資源の早期回復を図るため、増殖場等を活用した種苗放流技術の開発と放
流効果の把握を行うとともに、放流実施機関に開発技術を普及することにより資
源の維持・増大を図り、持続可能な沿岸漁業の実現を目指します。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和７年度 ～令和１１年度 

(4)令和７年度予算額：４，３４３千円 

 

 

３．長崎県養殖特産種創出のための生産技術開発事業 （基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

養殖業の収益向上と経営安定を図るため、既存の主要養殖対象種に加えて新た
な養殖特産種として、高成長や高水温耐性等が期待できる３魚種の種苗生産技術
の開発を行います。 

担当  漁業資源部 海洋資源科       電話０９５－８５０－６３０４ 

担当  漁業資源部 栽培漁業科      電話０９５－８５０－６３０６ 



２７ 

 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和３年度 ～ 令和７年度 

(4)令和７年度予算額：６，４０６千円 

 

 

４．トラフグ養殖収益性向上のための育種研究事業 （基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

全国で生産量一位の地位を占めながら、魚価の低迷、消費者の高級魚離れ、餌料
の高騰等から厳しい環境に置かれているトラフグ養殖の収益性の向上を目指し、代
理親魚技術や育種技術による優良種苗の開発と普及を図ります。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和３年度 ～ 令和７年度 

(4)令和７年度予算額：７，７５７千円 

 

 

５．環境変化に対応した貝類養殖技術の開発・向上事業（基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

県内の主要な貝類養殖種（カキ類、アサリ）について、新しい養殖技術開発、
新技術応用および現場導入により生産性の向上を図ります。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和４年度 ～ 令和８年度 

(4)令和７年度予算額：１，９４５千円 

 

 

６．真珠養殖業経営安定化対策事業 （基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

アコヤガイ稚貝の大量へい死を軽減するため、真珠業界等と連携して、技術開
発を行います。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和５年度 ～ 令和９年度 

(4)令和７年度予算額：２，０５３千円 

 

 

 

担当  種苗量産技術開発センター 魚類科  電話０９５－８５０－６３１２ 

担当 種苗量産技術開発センター 介藻類科  電話０９５－８５０－６３６４ 

   環境養殖技術開発センター 漁場環境科 電話０９５－８５０－６３１６ 



２８ 

 

７．気候変動対応の藻類増養殖技術開発 （基本目標（３）－①、（４）－①） 

(1)概 要 

温暖化の影響による藻場や藻類養殖への影響を把握し、気候変動に対応した藻
場造成技術の開発や海藻増養殖技術の改良・開発を行います。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和５年度 ～ 令和９年度 

(4)令和７年度予算額：３，９１７千円 

 

 

８. 多様なニーズに対応した水産加工品創出技術支援事業（基本目標（５）－①） 

(1)概 要 

オープンラボを活用して本県水産加工業者が行う試作の指導や現地研修会での
技術指導などを通し、社会経済の変動に伴い多様化する消費ニーズに対応した水
産加工品の創出支援を実施します。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和４年度 ～ 令和８年度 

(4)令和７年度予算額：２，０６０千円 

 

 

９. 【新】売れる美味・新食感水産加工技術の開発（基本目標（５）－① ） 

(1)概 要 

長崎県で四季折々に漁獲される旬の魚や主要な養殖魚を用い、マーケットの視
点にたった美味しさと見栄えを兼ね備えた冷凍刺身及びこれまでとは異なる食感
のすり身等の製造に必要な加工技術を産学の協力のもと開発します。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和６年度 ～ 令和１０年度 

(4)令和７年度予算額：２，３１８千円 

 

 

１０．【新】長崎シン水産魅力土産の創出プロジェクト研究 （基本目標（５）－① ②） 

(1)概  要  

本県水産加工業において、これまであまり生産されてこなかった常温流通性、
即食性の高い水産加工品の生産を後押しするため、加熱・乾燥による新たな加工
技術を開発します。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和７年度 ～ 令和９年度 

担当  種苗量産技術開発センター 介藻類科  電話０９５－８５０－６３６４ 

担当  水産加工開発指導センター 加工科    電話０９５－８５０－６３１４ 



２９ 

 

(4)令和７年度予算額：６，８６３千円 

※産業労働部所管の「戦略プロジェクト研究推進事業」による大学等との連携 

事業 

 

 

１１. 【新】IoT活用有害プランクトン対策事業（基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

有害プランクトン等に起因する養殖生物の斃死を防止・抑制するため、IoTを活

用して、環境調査、有害赤潮の動態・消長・移流予測と検出・防除法の検討等を
行います。また、貝毒発生監視等にも取り組みます。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和７年度 ～ 令和１１年度 

(4)令和７年度予算額：５，３４６千円 

 

 

１２. 沖合域における広域流動モデル技術の活用による水産分野の生産性向上  

（基本目標（４）－①） 

(1)概 要 

流動モデルによる有害赤潮の広域移流予測・検出・閲覧システムを開発し、有
害赤潮の養殖場への流入を予測・検出し、迅速な対策により、漁業被害を抑制し
ます。開発したシステムは流れ藻等の移流予測に応用します。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和６年度 ～ 令和８年度 

(4)令和７年度予算額：８，６３１千円 

 

 

１３. 養殖業の成長産業化にかかる技術開発事業（基本目標（４）－①、（５）－②） 

(1)概 要 

養殖業の成長産業化を推進するため、国内および国外販売で競争力のある新魚
種の養殖技術開発、生産性の向上等に繋がるスマート養殖技術開発、収益性を悪
化させる疾病に対する技術開発を行います。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：令和４年度 ～ 令和８年度 

(4)令和７年度予算額：５，９８３千円 

担当  水産加工開発指導センター 加工科    電話０９５－８５０－６３１４    

環境養殖技術開発センター 養殖技術科  電話０９５－８５０－６３１９ 

担当  環境養殖技術開発センター 漁場環境科 電話０９５－８５０－６３１６ 

担当  環境養殖技術開発センター 養殖技術科  電話０９５－８５０－６３１９ 



３０ 

 

１４. 「生産者と向き合う総合水試」情報収集発信事業（基本目標（１）－①、（２）

－①） 

(1)概 要 

「水産業振興基本計画」に基づく本県水産行政を技術的側面から支援し、得ら
れた研究成果が実際に県内漁業者等の利益として還元されるよう、現場ニーズの
的確な把握や成果の迅速な情報発信を行います。また、他研究機関との連携強化・
共同研究の推進等による研究開発の効率化を図ります。 

(2)事業主体：総合水産試験場 

(3)事業期間：平成２９年度 ～ 

(4)令和７年度予算額：２，６３７千円（企画開発推進費） 

 

この他、有明海特産魚介類生息環境調査、有明海漁業振興技術開発事業等につ

いても、水産部内各課と連携して研究開発に取り組んでいます。 
 

担当  企画開発推進室           電話０９５－８５０－６２９４ 



４，令和７年度水産施策の体系

基本理念

新たにチャレンジ水産経営応援事業

漁業と漁村を支える人づくり事業

ながさき水産業大賞

水産業改良普及費

「生産者と向き合う総合水試」情報収集発信事業

漁協機能向上支援事業費

漁業経営セーフティーネット活用促進事業

漁業許可・海面利用調整事業

新たにチャレンジ水産経営応援事業（再掲）

水産経営構造改善事業

「生産者と向き合う総合水試」情報収集発信事業（再掲）

離島漁業再生支援事業

資源管理高度化推進事業

栽培漁業センター事業

高級魚クエ資源増大支援事業

広域種共同放流推進事業

栽培漁業推進体制強化対策事業

有明海漁業振興技術開発事業

国際漁場出漁漁船等対策事業

内水面漁場管理委員会費

漁業調整委員会費

漁業取締費

密漁防止連携啓発事業

悪質漁業違反夜間取締対策事業

水産環境保全対策推進事業

藻場保全サイクル構築事業

水産公害対策費

漁場環境保全対策費

有明海特産魚介類生息環境調査費

水産環境整備費

水産環境整備事業費

農山漁村地域整備交付金事業

水産基盤整備事業効果調査費

沿岸漁業育成支援事業

気候変動対応の藻類増養殖技術開発

新 増殖場を活用した重要資源の放流効果向上事業

漁業許可・海面利用調整事業（再掲）

有明海沿岸漁業不振対策指導事業

魚類養殖総合対策事業

新 持続可能な養殖産地育成事業

養殖技術ブレイクスルー促進事業

養殖用配合飼料高騰対策事業

養殖資材高騰対策事業

養殖魚赤潮被害緊急対策事業

養殖マグロ赤潮被害緊急対策事業

長崎県養殖特産種創出のための生産技術開発事業

トラフグ養殖収益性向上のための育種研究事業

環境変化に対応した貝類養殖技術の開発・向上事業

真珠養殖業経営安定化対策事業

気候変動対応の藻類増養殖技術開発（再掲）

新 IoT活用有害プランクトン対策事業

沖合域における広域流動モデル技術の活用による水産分野の生
産性向上

養殖業の成長産業化にかかる技術開発事業

①

多
様
な
人
材
が
活
躍
し

、
環
境
変
化
に
強
い
持
続
可
能
な
水
産
業
と
賑
わ
い
の
あ
る
漁
村
づ
く
り

漁業者の経営力強化

①

②

①(2)
環境変化に強く収益性
の高い魅力ある漁業
経営体の育成

水産資源の維持・増大のための適切な資源
管理の推進と漁場づくり

①

(4) 養殖業の成長産業化

令　和　7　年　度
事　　　　業　　　　名基　　本　　目　　標 事　業　群

(1)
漁村地域の生産力を
支える多様な人材の
確保・育成

漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制
の強化

外国人材の地域における活躍

長　崎　県　水　産　業　振　興　基　本　計　画　（Ｒ３－７年度）

(3)
資源管理の推進によ
る水産資源の持続的
な利用と漁場づくり

養殖業の成長産業化
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基本理念

新 持続可能な養殖産地育成事業

県産水産物国内販売強化事業

長崎のさかな魅力発信事業

水産加工振興対策費

多様なニーズに対応した水産加工品創出技術支援事業

売れる美味・新食感水産加工技術の開発

新 長崎シン水産魅力土産の創出プロジェクト研究

新 持続可能な養殖産地育成事業

新 長崎産水産物海外マーケット拡大事業

長崎県産鮮魚の長距離流通に向けた品質保持技術の開発（再掲）

養殖業の成長産業化にかかる技術開発事業（再掲）

新たにチャレンジ水産経営応援事業（再掲）

漁業と漁村を支える人づくり事業（再掲）

ながさき水産業大賞（再掲）

離島漁業再生支援事業（再掲）

海業チャレンジ応援事業（再掲）

離島漁業再生支援事業（再掲）

海業チャレンジ応援事業

離島漁業再生支援事業（再掲）

水産流通基盤整備事業（再掲）

農山漁村地域整備交付金事業（再掲）

水産生産基盤整備事業

水産物供給基盤機能保全事業

漁港施設機能強化事業

漁村整備事業

港整備交付金

漁港漁村活性化対策費

新たにチャレンジ水産経営応援事業（再掲）

水産流通基盤整備事業

長　崎　県　水　産　業　振　興　基　本　計　画　（Ｒ３－７年度） 令　和　６　年　度
事　　　　業　　　　名基　　本　　目　　標 事　業　群

④
生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出
に向けた浜の環境整備

多様な人材の活躍に
よる漁村の賑わいや
活力創出

(6)

県産水産物の国内販売力の強化

県産水産物の国外販売力の強化

高度衛生管理に対応した体制の構築

多
様
な
人
材
が
活
躍
し

、
環
境
変
化
に
強
い
持
続
可
能
な
水
産
業
と
賑
わ
い
の
あ
る
漁
村
づ
く
り

③

①

②

③

①

県の総合計画及び水産業振興基本計画に基づく各種施策の支援

(5)
県産水産物の国内外
での販売力強化

漁村に人を呼び込む仕組みづくり

漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

異業種との連携による浜の活性化

②

32
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78,429

81,939

98,212
99,375

2,901

2,929

23,488

21,201

2,637

2,365

水産
経営

  将来の漁村地域の核となる若い漁業者の新たな取組に対するサ
ポートや機器整備の支援、並びに漁村地域の活性化のために漁協
等が行う海業の推進等に必要な施策を支援するとともに、漁業者
に対する経営指導やスマート会計導入講座等の学習会を開催し、
漁業者及び漁協等の経営力の強化を応援する。

（１）漁業者支援
　①チャレンジぷらすONE
　②所得向上支援対策
　・事業主体、補助率等
　　漁業者（補助率①１／３以内、②１／６以内）
　　３者以上の漁業者グループ（補助率①１／２以内）
　　　※市町が県費以外に１／６以上補助すること。
　③漁業者への経営指導や学習会の開催など
    主催：長崎県

（２）漁協等支援
　①地域でチャレンジ強い漁業基盤づくり
　・事業主体、補助率等
　　市町、漁協（補助率１／２以内）
　　　※市町が県費以外に１／６以上補助すること。
　②省エネ・省人化、カーボンニュートラルに向けた施設整備な
ど
　・事業主体、補助率等
　　市町、漁協等（補助率１／２以内）
　　　※広域団体を除き市町が県費以外に１／６以上補助するこ
と。

新たにチャレンジ水産
経営応援事

①(1)

(1) ① 「生産者と向き合う総
合水試」情報収集発信
事業費

　「水産業振興基本計画」に基づく本県水産行政を側面から支援
し、得られた研究成果が実際に県内漁業者の利益として還元され
るよう、現場ニーズの的確な把握や成果の迅速な情報発信を行
う。また、他研究機関との連携強化・共同研究の推進等による研
究開発の効率化を図る。
・事業主体：県（総合水試 企画開発推進室）
・県単独事業
・事業期間：H29年度～

総合
水試

水産
経営

(1) ① 水産業改良普及費 　水産業普及指導員の活動を通して技術・知識の普及や沿岸漁業
者等の自主的活動を促進することにより、沿岸漁業の生産性の向
上や経営の改善、人材の育成等を図る。

水産
経営

(1) ① ながさき水産業大賞 水産
経営

　漁業者の経営改善意欲の助長と県民の水産業への理解を深める
ため、地域の特色を活かした先進的な漁業活動を展開し、成果を
上げている漁業者や漁業組織等を表彰するとともに、沿岸漁業の
中心的役割を果たすことが期待され各地域で活躍している漁業者
を漁業士に認定する。
・事業主体：県
・事業期間：H21年度～

(1) ① 漁業と漁村を支える人
づくり事業費

　漁業と漁村を支える人材づくりのため、①漁業伝習所の運営
②漁村や漁業の魅力及び就業情報等の発信、③地域の受入体制の
構築、漁家研修の開催、④就業前の技術習得支援、⑤新規就業者
への漁業経費支援、⑥新規就業者の技術向上研修、⑦技術向上、
漁業種類の転換又は多角化のための研修に対する支援、⑧漁青
連、女性連の活動促進支援等を実施する。
・実施主体：①②⑧県、市町 ③市町、県漁連等 ④～⑦市町
・補 助 率：③～④、⑥、⑦、⑧１／２、⑤１／６
・実施期間：R5～R7年度

事業内容 所管

６年度当初

(1)　漁村地域の生産力を支
える多様な人材の確保・育成

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

33 (1)　漁村地域の生産力を支える多様な人材の確保・育成



（単位：千円）

5,584

6,442

192,956

208,673

7,634

10,552

78,429

81,939

203,193

469,322

2,637

2,365

(2) ① 漁業経営セーフティー
ネット活用促進事業費
(前年度繰越)

　新型コロナウイルス感染症に加え、燃油価格の急激な高騰によ
る影響が懸念されるため、漁業経営セーフティーネット制度への
加入・継続に必要な経費を支援
・事業主体：漁業協同組合
・補助対象経費：
　①令和６年度漁業経営セーフティーネット制度への加入・継続
に必要な経費
　②当該事業に伴う事務経費
・補助率等：
　①積立金の１／３
　②Ｒ６年度燃油セーフティーネット事業に加入する所属組合員
１者当たり１千円

漁政

漁政

(2) ① 「生産者と向き合う総
合水試」情報収集発信
事業費（再掲）

再掲：基本目標（1）事業群① 総合
水試

(2) ① 水産経営構造改善事業
費

　効率的かつ安定的な漁業経営の育成と水産物供給機能を維持強
化する観点から、持続的漁業生産体制を構築するために必要な漁
業生産基盤としての共同利用施設等の整備を支援する。
・事業主体：漁協等

水産
経営

漁業
振興

(2) ① 新たにチャレンジ水産
経営応援事業（再掲）

再掲：基本目標（1）事業群① 水産
経営

(2) ① 漁業許可・海面利用調
整事業費

　本県漁業者の収益性の向上を図るために、許可の有効活用等を
促進することで漁業経営の多角化を推進するとともに、改正「遊
漁船業の適正化に関する法律」の施行に伴う、遊漁船業の安全管
理体制の構築のための登録事務や指導、海面の円滑な利用のため
の取組を推進
・事業内容
　(1)許可の有効活用促進対策
　(2)漁業・遊漁・海面利用調整対策
　(3)遊漁船業の登録、指導
　(4)いかつり漁船の県外水域出漁促進対策事業　等
・事業主体　(1)～(3)：県　(4)：長崎県いか釣漁業協議会
・補助率（3)：１／２以内

(2)　環境変化に強く収益性の
高い魅力ある漁業経営体の
育成

(2) ① 漁協機能向上支援事業
費

 地域の中核的組織として漁協機能の向上を図るため、経営計画
の策定、合併推進の取組を支援するとともに漁協事務の効率化を
推進する。
・事業主体：水産業協同組合、系統団体　等
・補助率：1/2以内
・事業期間：R5～R7年度

所管

６年度当初

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容

34 (2)　環境変化に強く収益性の高い魅力ある漁業経営体の育成



（単位：千円）

1,041,794 漁政

986,369

12,255

11,385

233,572

190,768

12,243

13,801

10,853

10,853

3,315

3,377

126,773

125,801

① 有明海漁業振興技術開
発事業費

 有明海特産魚介藻類について、効果的な増養殖技術を開発するた
め、海域特性に応じた種苗生産・育成・放流技術の確立等に取り
組む。
　○放流技術の改善等による放流効果の向上
　　対象魚種：ガザミ、トラフグ、ヒラメ
　○安定した種苗生産技術と増養殖技術の開発
　　対象魚種：タイラギ、マガキ、ワカメ、ヒジキ
 ・事業主体：県
 ・国庫補助事業（全額国費）
 ・事業期間：R6～R8年度

漁業
振興

(3)

漁業
振興

(3) ① 広域種共同放流推進事
業費

　複数県間を移動・回遊する広域回遊種（クルマエビ）につい
て、資源の維持回復を図るため、関係県での共同放流と、海域の
特性に応じた適切な手法による資源管理を推進する。
・事業主体：有明海栽培漁業推進協議会
・県単独事業
・補助率：2/3
・事業期間：R5～R7年度

漁業
振興

(3) ① 栽培漁業推進体制強化
対策事業費

　栽培漁業の計画的、効果的な推進を図るための実施計画の策定
や、県栽培漁業・資源管理型漁業推進協議会の開催、地域栽培漁
業推進基金及び地域栽培漁業推進協議会の指導等を行う。
・事業主体：県
・県単独事業
・事業期間：S54年度～

漁業
振興

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容 所管

６年度当初

(3)　資源管理の推進による
水産資源の持続的な利用と
漁場づくり
(3) ① 離島漁業再生支援事業

費
　離島の漁業集落が共同で取り組む漁業再生活動、並びに特定有
人国境離島地域における漁業集落の雇用創出活動に対して、国・
県・市町が一定の負担による支援を実施
　・離島漁業再生事業交付金
　・離島漁業新規就業者特別対策事業交付金
　・特定有人国境離島漁村支援交付金
　　①雇用を創出するための取組<国1/2、県1/8、市町1/8、
　　　事業者1/4>
　　②雇用の創出を円滑に行うための環境整備<国定額、対象経費
　　　が国の交付額を超える場合、超える部分について県・市町
　　　がそれぞれ1/2を負担>

(3) ① 資源管理高度化推進事
業費

 漁獲可能量（ＴＡＣ）制度対象魚種の漁獲量把握、並びに漁業者
自らが策定した資源管理協定の検証等の指導を行う。
・事業主体：県
・県単独事業
・事業期間：H27年度～

漁業
振興

(3) ① 栽培漁業センター事業
費

　トラフグ、クエ、アワビ等などの有用種苗の生産業務を（株）
長崎県漁業公社に委託し、放流を実施する漁業関係団体に供給す
る。
・令和7年度　種苗供給計画　（単位：千尾、千個）
　クエ 201　 トラフグ 72　　カサゴ 232
  オニオコゼ 80　　ガザミ 330　　アワビ類 241
　ウニ 103 　　アオナマコ 1,317

漁業
振興

(3) ① 高級魚クエ資源増大支
援事業費

　市場価値が高く、資源の増大に対する漁業者の期待が高いクエ
について、種苗放流と漁獲管理が一体となった資源管理の取組を
支援することでクエ資源の維持・増大を図る。
・事業主体：各地域栽培漁業推進協議会
・県単独事業
・補助率：2/3
・事業期間：R5～R7年度

35 (3)　資源管理の推進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり



（単位：千円）

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容 所管

６年度当初

1,109

1,111

1,480

1,491

17,353

17,566

510,515

450,542

9,267

9,267

5,146

5,039

52,600

55,480

7,300

11,500

(3) ① 悪質漁業違反夜間取締
対策事業費

　夜間に横行する悪質漁業違反に対する取締体制を整備し、効果
的な夜間取締を行う。
・事業主体：県
・事業期間：H19年度～

漁業
取締

(3) ① 密漁防止連携啓発事業
費

　法令遵守の意識づくりを促進するため、漁場監視連絡協議会等
が行う密漁防止に繋がる啓発活動を支援する。
・事業内容：①漁場での啓発活動にかかる経費
　          ②看板制作等にかかる経費
・事業主体：①各漁場監視連絡協議会、②漁協、漁連、市町
・補 助 率：①1/3以内、②1/2以内
・事業期間：R6～R10年度

漁業
取締

(3) ① 漁業取締費 　漁業秩序の維持確立と沿岸漁業資源の保護を図るため、高速取
締船を配備し、漁業違反の徹底取締を実施する。
・事業主体：県

漁業
取締

(3) ① 　内水面の利用を促進するため、漁業権の免許や、漁場紛争、入
会調整などに伴う内水面漁場管理委員会を開催する。
・事業主体：県
・県単事業（一部国庫交付金事業）

漁業
振興

(3) ① 　海面の総合的利用を促進するため、漁業権の免許や、漁場紛
争、入会調整などに伴う各海区漁業調整委員会を開催する。
・事業主体：県
・県単事業（一部国庫交付金事業）

漁業
振興

内水面漁場管理委員会
費

漁業調整委員会費

(3) ① 国際漁場出漁漁船等対
策事業費

　日中・日韓暫定措置水域等における本県沿岸漁業者の安全操業
を確保するための指導体制を整備する。
（１）国際漁場隣接地域管理事業
　　　・事業主体：長崎県外国水域出漁者協議会
　　　・補助率　：3/4以内
（２）外国水域出漁漁船対策費
      ・事業主体：県

漁業
振興

(3)

(3)

①

①

水産環境保全対策推進
事業

 水産業・漁村の多面的機能の効果的・効率的な発揮に資する地域
の取組を支援し、産卵や幼稚魚育成の場としての藻場の再生等、
環境生態系の保全により、水産資源の維持・増大を図る。
・事業主体：県、市町、漁業団体等で構成する地域協議会
・活動主体：漁業者等で構成する活動組織
・負担区分：
　◇環境・生態系保全
　　国 定額7/10(※8/10)
　　県1.5/10以内(※1/10以内) 市町1.5/10以上(※1/10以上)
　　※特定有人国境離島地域
　◇海の安全確保　　 国 定額(資機材は国1/2以内)
○事業期間：R6～R7年度

漁港
漁場

藻場保全サイクル構築
事業

　県営漁港・漁場施設におけるブルーカーボンクレジットの認証
に向けた調査や、漁港水域を活用した新たな藻場造成を行うため
の水域調査を推進し、ブルーカーボンクレジットや漁港の有効活
用等による藻場保全サイクルの構築と、その円滑な推進を目指
す。
・事業主体：長崎県
・事業期間：R6～R8年度

漁港
漁場

36 (3)　資源管理の推進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり



（単位：千円）

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容 所管

６年度当初

728

757

3,058

3,201

225,000

225,000

3,713,675

3,593,450

23,100

179,550

532,830

708,750

4,335

4,469

8,911

8,946

 整備した人工漁礁の利用促進・現況調査、設置後数年経過した増
殖場の藻場機能の判定や機能向上対策の検討を行います。
・事業主体：長崎県
・事業期間：平成16年度～
・事業箇所：県内全域

漁港
漁場

漁港
漁場

(3) ① 沿岸漁業育成支援事業
費

　資源評価の高度化に資するモニタリング技術開発と操業効率化
に資する技術開発や調査を行うとともに、スマート技術や漁海況
情報を活用できる漁業者を育成し、持続可能な沿岸漁業の実現を
目指す。
・事業主体：県（総合水試 漁業資源部）
・県単独事業
・事業期間：R6～R10年度

総合
水試

(3) ① 農山漁村地域整備交付
金

地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総合的な整備を進める
ため、農山漁村地域ニーズにあった計画を策定し、これに基づき
事業を実施する。
○漁港整備
  ・事業主体：県、市町
　・実施箇所：県７箇所
　　　　　　　市町営１４箇所
○海岸整備
  ・事業主体：市
　・実施箇所：市営６箇所
○関連道整備
  ・事業主体：市
  ・実施箇所：市営１箇所

漁港
漁場

(3) ① 水産基盤整備事業効果
調査費

(3) ① 水産公害対策費 １．（財）海と渚環境美化・　油濁対策機構が実施する原因者不
明の油濁被害に対する救済事業の負担金
２．油濁事故等発生時の調査及び被害防除
３．（財）海と渚環境美化・油濁対策機構の負担金及び長崎県海
と渚環境美化推進委員会への会費の負担

漁港
漁場

   効用が低下している沿岸漁場において、底質の改善を行うこと
により、漁業生産力の回復を図る。
○漁場の底質環境改善のための事業
　・事業主体：県
　・実施箇所：橘湾
　・補 助 率：国1/2 （地元負担金 5/100）
※なお、有明海はR6繰越により実施

漁港
漁場

(3) ① 有明海特産魚介類生息
環境調査費

　赤潮や貧酸素水塊が発生する有明海の漁場において、国の委託
を受け、特産魚介類の生息環境の改善調査を行う。
・受託事業（国：有明海特産魚介類生息環境調査）
・事業期間：R6～R8年度

漁港
漁場

(3) ① 漁場環境保全対策費 　漁場環境の把握を行うための調査を定期的に実施する。 漁港
漁場

(3) ① 水産環境整備事業費

(3) ① 水産環境整備費 　水産生物の生活史に対応した良好な生息環境空間の創出を図る
ために行う漁場施設の整備を実施する。
○魚礁設置
　・事業主体：県、市
　・実施箇所：県４箇所,市１箇所
○増殖場造成
　・事業主体：県
　・実施箇所：県１２箇所
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（単位：千円）

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容 所管

６年度当初

3,917

3,912

4,343(3) ① 新　増殖場を活用した
重要資源の放流効果向
上事業

　重要資源の早期回復を図るため、増殖場等を活用した種苗放流
技術の開発と放流効果の把握を行うとともに、放流実施機関に開
発技術を普及することにより資源の維持・増大を図り、持続可能
な沿岸漁業の実現を目指す。
・事業主体：県（総合水試 漁業資源部）
・県単独事業
・事業期間：R7～R11年度

総合
水試

(3) ① 気候変動対応の藻類増
養殖技術開発

　温暖化の影響による藻場や藻類養殖への影響を把握し、気候変
動に対応した藻場造成技術の開発や海藻増養殖技術の改良・開発
を行う。
・事業主体：県（総合水試 種苗量産技術開発センター）
・県単独事業
・事業期間：R5～R9年度

総合
水試
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7,634

10,552

2,534

2,534

6,798

4,318

32,907

0

60,603

60,464

391,216

231,850

(4) ① 魚類養殖総合対策事業
費

　魚類養殖業の適正な指導や、全国に先駆けて取り組んでいる適
正養殖業者認定制度の推進・ＰＲ等の取組への支援を行う。
①魚類養殖指導指針に基づく適正養殖の指導等
②適正養殖業者認定制度の運営等に対する助成
　・事業主体：長崎県漁業協同組合連合会
　・事業期間：S60年度～
　・補助率　：県1/2

加工
流通

(4) ① 有明海沿岸漁業不振対
策指導事業費

　ノリ養殖漁場の定期観測を濃密に実施するとともに、国や有明
３県との連携による総合的なノリ不作対策を検討し、関係漁業者
に対する的確な情報提供と指導を実施する。
・事業主体：県
・県単独事業
・事業期間：H14年度～

加工
流通

漁業
振興

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容 所管

６年度当初

(4)　養殖業の成長産業化

(4) ① 漁業許可・海面利用調
整事業費（再掲）

再掲：基本目標（2）事業群①

(4) ① 新　持続可能な養殖産
地育成事業費

　養殖業の持続的な成長のため、中核的な養殖業者による先端技
術の導入や販売力強化を支援し、産地の発展に向けた漁場の有効
利用を推進。
　先進技術の導入による生産性の向上や販路の拡大など地域の先
駆けとなる養殖モデル計画を策定し、計画の実践に要する資機材
の導入等を支援。検証結果を地域の養殖業者へ波及させる。
　・事業主体：養殖業者
　・事業期間：R7-R9年度
　・補助率　：県１/２

加工
流通

(4) ① 養殖技術ブレイクス
ルー促進事業

　赤潮等の自然災害対策や生産コストの低減、新魚種の導入など
養殖業における課題解決に向けて、公募により民間のアイデアを
活用しながら技術開発・実証を推進する。
　・事業主体：県
　・事業期間：R6-8年度
　・委託費　：6,000万円（１件2,000万円上限×３テーマ）

加工
流通

(4) ① 養殖用配合飼料高騰対
策事業費
(前年度繰越)

  原料魚の漁獲量減少や世界的な需要拡大、円安の影響による輸
入魚粉価格の高騰が懸念されるため、漁業経営セーフティーネッ
ト制度への加入・継続に必要な経費を支援

・事業主体：漁業協同組合
・補助対象経費：
　①R7年度漁業経営セーフティーネット制度への加入・継続に
　　必要な経費
　②当該事業に伴う事務経費
・補助率等：
　①積立金の１／３
　②R7年度漁業経営セーフティーネット事業に加入する所属
　　組合員１者当たり1千円

加工
流通
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（単位：千円）

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容 所管

６年度当初

202,783

0

411,684

0

49,870

0

6,406

6,443

7,757

7,803

1,945

1,885

2,053

2,072

(4) ① 環境変化に対応した貝
類養殖技術の開発・向
上事業費

　県内の主要な貝類養殖種（カキ類、アサリ）について、新しい
養殖技術開発、新技術応用および現場導入により生産性の向上を
図る。
・事業主体：県（総合水試 種苗量産技術開発センター、環境養殖
技術開発センター）
・県単独事業
・事業期間：R4～R8年度

総合
水試

(4) ① 真珠養殖業経営安定化
対策事業費

　アコヤガイ稚貝の大量へい死を軽減するため、真珠業界等と連
携して、技術開発を行う。
・事業主体：県（総合水試 種苗量産技術開発センター）
・県単独事業
・事業期間：R5～R9年度

総合
水試

(4) ① 長崎県養殖特産種創出
のための生産技術開発
事業費

　養殖業の収益向上と経営安定を図るため、既存の主要養殖対象
種に加えて新たな養殖特産種として、高成長や高水温耐性などが
期待できる３魚種の種苗生産技術の開発を行う。
・事業主体：県（総合水試 種苗量産技術開発センター）
・県単独事業
・事業期間：R3-R7年度

総合
水試

(4) ① トラフグ養殖収益性向
上のための育種研究事
業費

　全国で生産量一位の地位を占めながら、魚価の低迷、消費者の
高級魚離れ、餌料の高騰等から厳しい環境に置かれているトラフ
グ養殖の収益性の向上を目指し、代理親魚技術や育種技術による
優良種苗の開発と普及を図る。
・事業主体：県（総合水試 種苗量産技術開発センター）
・県単独事業
・事業期間：R3-R7年度

総合
水試

(4) ① 養殖資材高騰対策事業
（前年度繰越）

 赤潮被害軽減に必要な足し網などの養殖資材購入に要する経費や
赤潮防除のためのモニタリング、発生抑制対策の実証等を支援。

１.養殖資材高騰対策事業
・事業主体：R6赤潮被害を受けていない海域の漁業協同組合及び
　養殖業者
・補助対象経費：足し網等の導入
・補助率等：１／３

２.赤潮対策緊急支援事業
・事業主体：R6赤潮被害を受けた海域の漁業協同組合及び養殖業
者
・補助対象経費：
　①モニタリング体制構築実証
　②赤潮発生抑制対策実証
　③赤潮被害軽減対策（大型化、足し網等）
・補助率等：
　①②定額
　③１／２

加工
流通

(4) ① 養殖赤潮被害緊急対策
事業
（前年度繰越）

  令和6年6月から8月に県内各地で発生した赤潮により甚大な被害
を受けた養殖業者の早期事業再開を支援するとともに、養殖業者
が実施する赤潮被害軽減措置の取組を推進する。

・事業主体：漁業協同組合
・補助対象経費：へい死した養殖魚に代わる代替魚導入経費、
　　　　　　　　運搬経費、赤潮被害軽減対策（足し網等）
・補助率等：１／３

加工
流通

(4) ① 養殖マグロ赤潮被害緊
急対策事業（前年度繰
越）

  令和6年7月に伊万里湾で発生したシャットネラ赤潮により甚大
な被害を受けたクロマグロ養殖業者の早期事業再開を支援すると
ともに、クロマグロ養殖業者が実施する赤潮被害軽減措置の取組
を推進する。

・事業主体：漁業協同組合
・補助対象経費：へい死したクロマグロに代わる代替魚導入経費
全額、赤潮被害軽減対策（足し網等）
・補助率等：１／３

加工
流通
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（単位：千円）

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容 所管

６年度当初

3,917

3,912

5,346

0

8,631

8,908

5,983

6,038

(4) ① 養殖業の成長産業化に
かかる技術開発事業費

　養殖業の成長産業化を推進するため、国内および国外販売で競
争力のある新魚種の養殖技術開発、生産性の向上等に繋がるス
マート養殖技術開発、収益性を悪化させる疾病に対する技術開発
を行う。
・事業主体：県（総合水試 環境養殖技術開発センター）
・県単独事業（一部国費）
・事業期間：R4～R8年度

総合
水試

(4) ① 気候変動対応の藻類増
養殖技術開発（再掲）

再掲：基本目標（3）事業群① 総合
水試

(4) ① 新　IoT活用有害プラン
クトン対策事業

　有害プランクトン等に起因する養殖生物の斃死を防止・抑制す
るため、IoTを活用して、環境調査、有害赤潮の動態・消長・移流
予測と検出・防除法の検討等を行う。また、貝毒発生監視等にも
取り組む。
・事業主体：県（総合水試 環境養殖技術開発センター）
・県単独事業
・事業期間：R7～R11年度

総合
水試

(4) ① 沖合域における広域流
動モデル技術の活用に
よる水産分野の生産性
向上

　流動モデルによる有害赤潮の広域移流予測・検出・閲覧システ
ムを開発し、有害赤潮の養殖場への流入を予測・検出し、迅速な
対策により、赤潮漁業被害を抑制する。開発したシステムは流れ
藻等の移流予測に応用する。
・事業主体：県（総合水試 環境養殖技術開発センター）
・県単独事業
・事業期間：R6～R8年度

総合
水試
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32,907

0

25,966

30,567

44,679

44,465

2,717

2,723

2,060

2,073

2,318

2,312

6,863

0

(5) ① 売れる美味・新食感水
産加工技術の開発

　長崎県で四季折々に漁獲される旬の魚や主要な養殖魚を用い、
マーケットの視点にたった美味しさと見栄えを兼ね備えた冷凍刺
身及びこれまでとは異なる食感のすり身等の製造に必要な加工技
術を産学の協力のもと開発する。
・事業主体：県（総合水試 水産加工開発指導センター）
・県単独事業
・事業期間：R6～R10年度

総合
水試

加工
流通

(5) ① 水産加工振興対策費 　水産加工振興祭水産製品品評会の開催、全国農林水産祭への参
加等を通じ本県水産加工業のレベルアップを図るとともに、県民
へのＰＲにより、本県水産加工品の消費拡大を図る。
⑴ 事業主体：長崎県
⑵ 事業期間：平成６年度～

加工
流通

(5) ①
②
新 長崎シン水産魅力土
産の創出プロジェクト
研究

　本県水産加工業において、これまであまり生産されてこなかっ
た常温流通性、即食性の高い水産加工品の生産を後押しするた
め、加熱・乾燥による新たな加工技術を開発する。
・事業主体：県（総合水試 水産加工開発指導センター）
・県単独事業（産業労働部所管「戦略プロジェクト研究推進事
業」による大学等との連携事業）
・事業期間：R7～R9年度

総合
水試

所管

６年度当初

(5)　県産水産物の国内外で
の販売力強化

(5) ① 長崎のさかな魅力発信
事業

　地産地消イベントの実施や県内外における水産物の販売促進、
PR等の取組を支援。
(1)事業内容
　ア　地域の「推し魚」を選定し、域内供給体制を構築
　イ　おいしい魚食普及支援事業
　ウ　おいしい魚ＰＲ・食育・地産地消推進事業
　エ　県外大型商談会での情報発信を実施
　オ　長崎俵物インターネット販売促進等を実施
　カ　市場関係者と県内生産者との新たな関係構築のため情
　　　報交換会を実施
(2)事業主体：ア・カ 県、イ・ウ 漁協、魚市場協会、加工業
　者等のグループ等、エ 県漁連、漁協、加工業者（俵物認定
　業者）等,オ （一社）水産加工振興協会
(3)補助率：イ 県１/３以内、ウ・エ・オ １/２以内
(4)事業期間：令和５年度～令和７年度

加工
流通

(5) ① 県産水産物国内販売強
化事業費

　水産加工品の商品力の向上や新たな需要を取り込むための商品
開発やデジタル機器導入等を支援する。
(1) 事業内容：
　①量販店バイヤーと連携した商品開発・改良等
　②生産性向上のためのデジタル機器等の導入
(2) 事業主体：
　漁協、県漁連、加工団体及び加工業者等のグループ等
(3) 補助率 ：県１／２以内
(4)事業期間：令和５年度～令和７年度

加工
流通

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容

(5) ①
②
新　持続可能な養殖産
地育成事業費(再掲）

再掲：基本目標（4）事業群①

(5) ① 多様なニーズに対応し
た水産加工品創出技術
支援事業費

　オープンラボを活用して本県水産加工業者が行う試作の指導や
現地研修会での技術指導などを通し、社会経済の変動に伴い多様
化する消費ニーズに対応した水産加工品の創出支援を実施する。
・事業主体：県（総合水試 水産加工開発指導センター）
・県単独事業
・事業期間：R4～R8年度

総合
水試
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（単位：千円）

所管

６年度当初

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容

68,583
0

5,983

6,038

1,330,875

1,207,500

(5) ② 養殖業の成長産業化に
かかる技術開発事業費
（再掲）

再掲：基本目標（4）事業群① 総合
水試

(5) ③ 水産流通基盤整備事業
費

　第３種漁港、第４種漁港等において、我が国水産物の流通拠点
として、安全・安心な水産物の品質確保や流通機能の強化に資す
る高度衛生管理型荷さばき所、岸壁等の整備を図る。
・事業主体：県
・実施箇所：２漁港
    　県営　２漁港

漁港
漁場

(5) ② 新 長崎産水産物海外
マーケット拡大事業費

　成長する海外の需要を取り込むため、輸出に必要なパートナー
の発掘や効果的なPRの実施、新たなルートの開拓等を行い、県産
水産物の輸出拡大を促進する。
(1)事業内容：
　①海外市場開拓のための販促ＰＲ等
　②試験輸送や商談会出展等新規販路開拓の推進
　③輸出先国が求める衛生管理基準への対応等
(2) 事業主体：① 県、②県内の漁業者、養殖業者、製造・加工業
者等が構成する連携体等、③県
(3) 事業期間：R7年度～R9年度

加工
流通
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（単位：千円）

78,429

81,939

98,212
99,375

2,901

2,929

9,839

9,970

1,041,794

986,369

1,330,875

1,207,500

1,018,250

1,118,345

3,341,725

4,387,262

1,481,474

1,211,465

(6) ④ 水産物供給基盤機能保
全事業費

　既存施設の老朽化対策として管理を体系的に捉え計画的に施設
更新を行う。
・事業主体：県、市
・実施箇所：２４漁港
　県営　　　１５漁港
  市営  　　９漁港

漁港
漁場

(6) ④ 農山漁村地域整備交付
金

地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総合的な整備を進める
ため、農山漁村地域ニーズにあった計画を策定し、これに基づき
事業を実施する。
○漁港整備
  ・事業主体：県、市町
　・実施箇所：県２箇所
　　　　　　　市町営１１箇所
○海岸整備
  ・事業主体：県、市町
　・実施箇所：県２箇所
　　　　　　　市町営７箇所
○関連道整備
  ・事業主体：市
  ・実施箇所：市営１箇所
○効果促進事業
  ・事業主体：県
  ・実施箇所：県２箇所

漁港
漁場

(6) ④ 水産生産基盤整備事業
費

　浅海域における漁場、藻場・干潟、養殖場と、当該漁場等に密
接に関連する漁港における漁港施設の一体的な整備を図る。
・事業主体：県、市
・実施個所：２１漁港
  　県営　　１６漁港
　　市営　　  ５漁港

漁港
漁場

　海業推進スキームを通じて、漁協等に県内外の海業先進事例な
どの情報提供を行い、海業の取組に意欲のある漁協等に対して、
コンテンツ作り・磨き上げ、立ち上がりを支援し、県内での海業
を推進する。

・事業内容：海業に関する情報提供、先進地キーパーソンの招
聘、観光専門人材による支援モニターツアーの実施

漁政

(6) ① ながさき水産業大賞
（再掲）

再掲：基本目標（1）事業群①

所管

６年度当初

(6)　多様な人材の活躍によ
る漁村の賑わいや活力創生

(6) ① 漁業と漁村を支える人
づくり事業費（再掲）

再掲：基本目標（1）事業群①

(6) ① 再掲：基本目標（1）事業群① 水産
経営

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容

漁港
漁場

新たにチャレンジ水産
経営応援事業（再掲）

(6) ④ 水産流通基盤整備事業
費（再掲）

再掲：基本目標（5）事業群③

水産
経営

水産
経営

(6) ①
②
③

離島漁業再生支援事業
費（再掲）

再掲：基本目標（3）事業群① 漁政

(6) ②
③
海業チャレンジ応援事
業費

44 (6)　多様な人材の活躍による漁村の賑わいや活力創生



（単位：千円）

所管

６年度当初

基
本
目
標

事
業
群

事業名

７年度当初

事業内容

285,127

269,437

73,900

108,690

307,440

162,550

267,825

292,438

78,429

81,939

(6) ④ 漁港施設機能強化事業
費

　機能が低下している外郭施設や係留施設等の漁港施設につい
て、機能診断に基づき、必要最低限の機能強化、防護対策を講
じ、安全な漁港、漁村づくりを推進する。
・事業主体：県、市
・実施箇所：５漁港
　　県営　　２漁港
　　市営    ３漁港

漁港
漁場

(6) ④ 漁村整備事業費 　漁村インフラ（漁業集落環境施設、漁港環境整備施設等）の強
靱化等を推進するために、漁業集落及び漁港の環境整備を実施す
る。
・事業主体：市
・実施箇所：７漁港
　　市営　　７漁港

漁港
漁場

新たにチャレンジ水産経営応援事
業（再掲）

再掲：基本目標（1）事業群① 水産
経営

県の総合計画及び
水産業振興基本計画に
基づく各種施策の支援

(6) ④ 港整備交付金 　地方港湾並びに第１種漁港及び第２種漁港において、共通する
課題に対応する施設の整備を行う。漁港分野においては安全対策
（車止め設置等）を実施する。
・事業主体：県
・実施箇所：１漁港
　　県営  　１漁港

漁港
漁場

(6) ④ 漁港漁村活性化対策費 　漁業者が定住できる漁村の形成、漁港・漁村において災害の未
然防止等を図るもの。漁港の安全対策として車止め設置等を実施
する。
・事業主体：県、市
・実施箇所：８漁港
　　県営  　５漁港
　　市営　４漁港

漁港
漁場
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６, 令和７年度水産部予算

1　水産部予算の推移

○各課一覧

令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額 増減額 伸び率

① ② ③（①－②） ③／②

漁 政 課 1,990,806 1,897,020 93,786 4.9%

総 合 水 産 試 験 場 299,805 371,989 △ 72,184 △ 19.4%

漁 業 振 興 課 638,146 591,783 46,363 7.8%

漁 業 取 締 室 887,302 1,365,028 △ 477,726 △ 35.0%

水 産 経 営 課 2,280,391 2,539,126 △ 258,735 △ 10.2%

水 産 加 工 流 通 課 449,857 438,779 11,078 2.5%

漁 港 漁 場 課 13,973,534 14,929,445 △ 955,911 △ 6.4%

計 20,519,841 22,133,170 △ 1,613,329 △ 7.3%

水 産 経 営 課
（ 沿 岸 漁 業
改 善 資 金 ）

134,583 137,113 △ 2,530 △ 1.8%

水 産 加 工 流 通 課
（ 長 崎 魚 市 場 ） 225,833 266,797 △ 40,964 △ 15.4%

計 360,416 403,910 △ 43,494 △ 10.8%

20,880,257 22,537,080 △ 1,656,823 △ 7.4%

○公共事業の計上 (単位：千円、％)

令和７年度当初予算額 令和６年度当初予算額 増減額 伸び率

① ② ③（①－②） ③／②

漁 場 整 備 事 業 3,736,775 3,905,000 △ 168,225 △ 4.3%

漁 港 事 業 8,371,611 9,173,999 △ 802,388 △ 8.7%

計 12,108,386 13,078,999 △ 970,613 △ 7.4%

対前年度

一
般
会
計

特
別
会
計

合　　　　計

区           分

(単位：千円)

対前年度

区           分
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２　課別予算

　（１）一般会計

①漁政課 ６, 令和7年度水産部予算

事　項　名
R7年度当初

予算
R６年度当初

予算

日中・日韓水産関係
交流促進事業費

3,575 3,575

離島漁業再生支援
事業費

1,041,794 986,369

漁業用燃油高騰対
策支援事業費

9,721 11,066

水産業協同組合検
査育成指導費

17,928 16,232

漁協機能向上支援
事業

5,584 6,442

漁業経営セーフ
ティーネット活用促進
事業費
(前年度繰越)

192,956 208,673

海業チャレンジ応援
事業費

9,839 9,970

海業振興支援事業
費
(前年度繰越)

35,000 -

その他 902,365 863,366 １.職員給与費（水試含む） 878,681

２.総務運営費 23,684

0 R5年度終了事業

漁政課計 1,990,806 1,897,020

（前年度繰越計） 227,956 208,673

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

中国福建省・浙江省及び韓国１市３道の水産関
係者との資源管理等に関する交流事業等に要
する経費

離島の漁業集落が共同で取り組む漁業再生活
動、並びに特定有人国境離島地域における漁
業集落の雇用創出活動の支援に要する経費

H25年度からH27年度に市町が過疎債を活用し
て漁業者に対し燃油費補助を実施した場合、実
負担額の1/2を支援する経費

漁業者等が海業の計画策定を目指すために必
要な調査や実証、効果分析等を支援するための
経費

水産業協同組合の会計、業務の検査及び運営
全般の指導に要する経費

地域の中核的組織として漁協機能の向上を図る
ため、経営計画の策定、合併推進の取組を支援
するとともに漁協事務の効率化を推進

新型コロナウイルス感染症に加え、燃油価格の
急激な高騰による影響が懸念されるため、漁業
経営セーフティーネット制度への加入・継続に必
要な経費を支援

海業推進スキームを通じて、漁協等に県内外の
海業先進事例などの情報提供を行い、海業の取
組に意欲のある漁協等に対して、コンテンツ作
り・磨き上げ、立ち上がりを支援し、県内での海
業を推進
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②漁業振興課（１／２）６, 令和７年度水産部予算

事　項　名
R7年度当初

予算
R６年度当初

予算

栽培漁業センター事
業費

233,572 190,768

漁業調整委員会費 17,353 17,566

内水面漁場管理委
員会費

1,480 1,491

漁業許可・海面利用
調整事業費

7,634 10,552

国際漁場出漁漁船
等対策事業費

1,109 1,111

1,562 643 1.漁業権の免許事務費 1,227

2.漁業の紛争調停費 335

漁業無線費 6,253 6,338

漁船指導費 13,515 12,888

3,315 3,377 1.地域栽培漁業推進基金支援事業費 831

2.栽培漁業推進対策事業費 2,484

広域種共同放流推
進事業費

10,853 10,853

漁業免許調整費

県が免許を受けている公共無線業務の（一社）
長崎県漁業無線協会への委託等に要する経費

漁船建造等の許可、認定、登録及び小型漁船
の総トン数の測度事務等に要する経費

栽培漁業推進体制
強化対策事業費

複数県間を移動・回遊する広域回遊種（クルマ
エビ）について、資源の維持回復を図るため、関
係県での共同放流と、海域の特性に応じた適切
な手法による資源管理の推進に要する経費

（単位：千円）

許可の有効活用等の促進、改正「遊漁船業の適
正化に関する法律」に伴う遊漁船業の安全管理
体制の強化、海面の円滑な利用推進に要する
経費
日中・日韓暫定措置水域等における本県沿岸漁
業者の安全操業の確保に要する経費

概　　　　　　　　　要

トラフグ、クエ、アワビ等の有用種苗の生産業務
を（株）長崎県漁業公社に委託し、放流を実施す
る漁業関係団体への供給に要する経費

海面の総合的利用を促進するため、漁業権の免
許や漁業紛争、入会調整等に伴う各海区漁業
調整委員会の開催に要する経費

内水面の総合的利用を促進するため、漁業権の
免許や漁業紛争、入会調整等に伴う内水面漁
場管理委員会の開催に要する経費
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②漁業振興課（２／２）

事　項　名
R7年度当初

予算
R６年度当初

予算

高級魚クエ資源増大
支援事業費

12,243 13,801

資源管理計画高度
化推進事業費

12,255 11,385

有明海漁業振興技
術開発事業費

126,773 125,801

その他 190,229 184,718
職員給与費 190,229

漁業振興課計 638,146 591,783

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

市場価格が高く、資源の増大に対する漁業者の
期待が高いクエについて、種苗放流と漁獲管理
が一体となった資源管理の取組を支援すること
でクエ資源の維持・増大を図るために要する経
費
漁獲可能量（ＴＡＣ）制度対象魚種の漁獲量把
握、並びに漁業者自らが策定した資源管理協定
の検証等の指導に要する経費

有明海特産魚介藻類について、効果的な増養
殖技術を開発するため、海域特性に応じた種苗
生産・育成・放流技術の確立等に取り組む経費
（国庫補助）
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③漁業取締室 ６, 令和７年度水産部予算 （単位：千円）

事　項　名
R７年度当初

予算
R６年度当初

予算

510,525 450,542 1.漁業取締強化推進事業費 469

2.漁業取締船維持管理費 499,631

3.密漁対策費 10,425

密漁防止連携啓発
事業費

9,267 9,267

悪質漁業違反夜間
取締対策事業費

5,146 5,039

新漁業取締整備強
化対策事業費

0 529,118

その他 362,364 371,062 職員給与費 362,364

0 ※R5終了等事業

漁業取締室計 887,302 1,365,028

概　　　　　　　　　要

漁業取締費

法令遵守の意識づくりを促進するため、漁場監
視連絡協議会等が行う密漁防止に繋がる啓発
活動の支援に要する経費

夜間に横行する悪質漁業違反に対する取締体
制を整備し、効果的な夜間取締を行う経費

悪質・広域化する密漁の撲滅に向け漁業取締体
制を強化し適切な資源管理を推進するため、更
新時期を迎える漁業取締船「かいりゅう」の代船
建造に要する経費
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④水産経営課（１／２）６, 令和７年度水産部予算

事　項　名
R7年度当初

予算
R６年度当初

予算

水産業改良普及費 23,488 21,201

漁業と漁村を支える
人づくり事業費

98,212 99,375

新たにチャレンジ水
産経営応援事業

78,429 81,939

ながさき水産業大賞 2,901 2,929

203,193 469,322

284,899 -

漁業振興対策融資
費

1,645,960 1,632,893 1.漁業近代化資金利子補給費
＜融資枠　35億円＞

120,186

2.沿岸漁業等振興資金利子補給費
＜融資枠  4億円＞

25,774

3.水産業振興資金預託金
＜融資枠　42.0億円＞

1,500,000

23,944 27,468 １.漁業経営維持安定資金利子補給
費
＜融資枠　6億円＞

23,357

２.漁業経営再建資金利子補給費
＜融資枠　5億円＞

587

地域の特色を活かした先進的な漁業者・組織等
への表彰と漁業士の認定に要する経費

水産経営構造改善
事業費

漁業共同利用施設（鮮度保持施設など）の整備
に要する経費

漁業経営安定対策
融資費

水産経営構造改善
事業費(前年度繰越)

漁業共同利用施設（鮮度保持施設など）の整備
に要する経費

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

水産業普及指導センターの維持管理、水産業
普及指導員の活動及び研修等に要する経費

漁業や漁村の魅力を発信し、漁業就業希望者を
呼び込むとともに、就業前の技術習得、就業直
後の経費支援及び技術向上研修、定着後の漁
業種類転換などへの支援により、就業前から定
着までスムーズで切れ目のない支援を行うこと
で、漁業と漁村を支える人材の育成と漁村づくり
を推進する。

新たな漁法の導入や海業・６次産業化への参入
にチャレンジする漁業者や、海業などの経営強
化につながる施設・機器設置に取り組む漁協等
を支援に要する経費
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④水産経営課（２／２）

事　項　名
R7年度当初

予算
R６年度当初

予算

3,256 3,721 １.漁業金融制度全般にわたる調査
  及び指導等事務費

844

２.沿岸漁業改善資金特別会計への
繰出金

2,412

37,938 34,667 １.赤潮特約助成費 37,806

２.普及指導事務費 132

50,000 -

その他 163,070 165,611 職員給与費 163,070

※R5終了等事業

水産経営課計 2,280,391 2,539,126

（前年度繰越計） 334,899 508,273

漁協経費負担軽減
対策事業費(前年度
繰越)

　節電効果等によるランニングコストの低減を図
るため、漁業団体における省エネ機器の導入を
支援するための経費

漁業金融等総合推
進対策費

漁業共済促進費

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要
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⑤水産加工流通課（１／２）　６, 令和７年度水産部予算 （単位：千円）

事　項　名
R７年度当

初予算
R６年度当

初予算

水産加工振興対策
費

2,717 2,723

水産物流通対策・市
場検査費

1,591 1,592

県産水産物国内販
売強化事業費

25,966 30,567

長崎のさかな魅力発
信事業

44,679 44,465

新　長崎産水産物海
外マーケット拡大事
業費

68,583 0

長崎産水産物海外
販路開拓事業費

0 58,967

ながさき型マーケッ
ト・イン養殖産地育成
事業費

0 24,787

新　持続可能な養殖
産地育成事業費

32,907 0

養殖技術ブレイクス
ルー促進事業

60,603 60,464

魚類養殖指導体制
整備費

6,798 4,318

有明海沿岸漁業不
振対策指導事業費

2,534 2,534

養殖用配合飼料高
騰対策事業費
(前年度繰越)

391,216 231,850

概　　　　　　　　　要

水産物の加工振興対策に要する経費

水産物の流通対策に要する経費

バイヤーと連携した商品開発・改良やデジタル
機器整備等に要する経費

地産地消イベントの実施や県内外における水産
物の販売促進、PR等の取組への支援

成長する海外の需要を取り込むため、輸出に必
要なパートナーの発掘や効果的なPRの実施、新
たなルートの開拓等を行い、県産水産物の輸出
拡大を促進するための経費

海外での本県水産物のＰＲや新たな輸送ルート・
新規販路の開拓を推進する。

養殖産地が国内外の出荷先が求める質、量など
の情報を能動的に把握し、需要に応じた計画的
な生産を行う取組を支援し、マーケット・イン型の
養殖生産への転換を図る。

養殖業の持続的成長のため、中核的な養殖業
者による先端技術の導入や販売力強化を支援
し、産地の発展に向けた漁場の有効利用を推進
する。

　赤潮等の自然災害対策や生産コストの低減、
新魚種の導入など養殖業における課題解決に
向けて、公募により民間のアイデアを活用しなが
ら技術開発・実証を推進する。

適正な魚類養殖の指導、適正養殖業者認定制
度の運営等に要する経費

ノリ養殖漁場の定期観測、国・有明３県との連携
による総合的なノリ不作対策の検討及び関係漁
業者に対する情報提供、指導に要する経費

原料魚の漁獲量減少や世界的な需要拡大、円
安の影響による輸入魚粉価格の高騰が懸念さ
れるため、漁業経営セーフティーネット制度への
加入・継続に必要な経費を支援
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⑤水産加工流通課（２／２）

事　項　名
R７年度当

初予算
R６年度当

初予算

養殖資材高騰対策
事業（前年度繰越）

202,783 0

養殖赤潮被害緊急
対策事業
（前年度繰越）

411,684 0

養殖マグロ赤潮被害
緊急対策事業（前年
度繰越）

49,870 0

長崎魚市場特別会
計繰出金

54,206 57,689

その他 149,273 150,673 職員給与費

※R5年度終了事業費

水産加工流通課計 449,857 438,779

（前年度繰越計） 1,055,553 231,850

赤潮被害軽減に必要な足し網などの養殖資材
購入に要する経費や赤潮防除のためのモニタリ
ング、発生抑制対策の実証等を支援。

令和6年6月から8月に県内各地で発生した赤潮
により甚大な被害を受けた養殖業者の早期事業
再開を支援するとともに、養殖業者が実施する
赤潮被害軽減措置の取組を推進する。

令和6年7月に伊万里湾で発生したシャットネラ
赤潮により甚大な被害を受けたクロマグロ養殖業
者の早期事業再開を支援するとともに、クロマグ
ロ養殖業者が実施する赤潮被害軽減措置の取
組を推進する。

長崎魚市場特別会計への繰出金

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

 54



⑥漁港漁場課（１／３）６, 令和７年度水産部予算

事　項　名
R７年度当

初予算
R６年度当初

予算

水産環境整備費 3,713,675 3,593,450

農山漁村地域整備交
付金

0 132,000

水産基盤整備事業効
果調査費

4,335 4,469

水産環境保全対策推
進事業費

52,600 55,480

藻場保全サイクル構
築事業

7,300 11,500

水産環境整備事業費 23,100 179,550

直轄事業負担金 79,166 88,869

(漁場水産基盤整備
費)

3,880,176 4,065,318

水産流通基盤整備費 1,330,875 1,207,500

水産生産基盤整備費 2,978,850 3,401,477

漁港関係災害関連事
業費

0 0

機能保全事業費 1,146,810 855,225

漁港施設機能強化事
業費

183,750 105,000

農山漁村地域整備交
付金

532,830 708,750

　県営漁港・漁場施設におけるブルーカーボンク
レジットの認証に向けた調査や、漁港水域を活
用した新たな藻場造成を行うための水域調査を
推進し、ブルーカーボンクレジットや漁港の有効
活用等による藻場保全サイクルの構築と、その円
滑な推進を目指す経費

 効用が低下している沿岸漁場において、底質の
改善を行うことにより、漁業生産力の回復を図る
ために要する経費

湧昇流を発生させ、海域の生産力を高める国の
湧昇マウンド礁造成において県が負担する経費

第３種漁港、第４種漁港等において、我が国水
産物の流通拠点として、安全・安心な水産物の
品質確保や流通機能の強化に資する高度衛生
管理型荷さばき所、岸壁等の整備に要する経費

浅海域における漁場、藻場・干潟、養殖場と、当
該漁場等に密接に関連する漁港における漁港
施設を一体的に整備するために要する経費

災害復旧事業に併せて再度被災を防止するた
めに構造物の強化等を図るための経費

既存施設の老朽化対策として管理を体系的に捉
え計画的に施設更新するのに要する経費

機能が低下している外郭施設や係留施設等の
漁港施設について、機能診断に基づき必要最低
限の機能強化、防護対策に要する経費

地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総
合的な整備を進めるため、農山漁村地域ニーズ
にあった計画を策定し、これに基づき事業を実
施。漁場整備、漁港整備、海岸整備、関連道整
備、漁業集落環境整備に要する補助金等

 水産業・漁村の多面的機能の効果的・効率的な
発揮に資する地域の取組を支援し、産卵や幼稚
魚育成の場としての藻場の再生等、環境生態系
の保全により、水産資源の維持・増大を図る経費

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

水産生物の生活史に対応した良好な生息環境
空間の創出を図るために行う漁場施設の整備に
要する経費

農山漁村地域整備の目標等を記載した整備計
画を策定し、これに基づき実施する漁場整備を
推進するのに要する経費

水産基盤整備事業により設置した魚礁施設等の
効果調査と利用促進等に要する経費
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⑥漁港漁場課（２／３）

事　項　名
R７年度当

初予算
R６年度当初

予算

港整備交付金事業 307,440 127,050

漁港漁村活性化対策
費

189,525 218,510

漁港修築費 9,837 9,914

漁港施設維持補修費 129,195 129,263

海岸自然災害防止費 284,000 213,000

漁港管理費 146,106 150,356

漁港整備調査費 13,670 15,684

（県営漁港水産基盤
整備費）

7,252,888 7,141,729

水産生産基盤整備費 362,875 581,660

漁港関係災害関連事
業費

0 404,125

機能保全事業費 334,654 356,240

漁村整備事業費 73,900 108,690

漁港施設機能強化事
業費

101,377 164,437 機能が低下している外郭施設や係留施設等の
漁港施設について、機能診断に基づき必要最低
限の機能強化、防護対策に要する補助金等

地方港湾と第１種漁港、第２種漁港において、地
域の交流促進のための環境整備や地域の防災
対策に資する施設の整備

産地における水産業の強化や漁港・漁村におけ
る防災・減災対策に要する経費（非公共）

国庫補助対象事業以外の修築事業の実施に要
する経費

県営漁港施設の従来の機能を回復するため、護
岸や防波堤等の補修事業等の実施に要する経
費

県営漁港海岸保全施設の防災機能強化のため
の開口部改良に要する経費

県営漁港の施設の管理・運営・保全に要する経
費

県営漁港の計画策定に必要な可能性調査や事
前調査等及び埋立申請等の調査に要する経費

浅海域における漁場、藻場・干潟、養殖場と、当
該漁場等に密接に関連する漁港における漁港
施設の一体的な整備に要する補助金等

災害復旧事業に併せて再度被災を防止するた
めに構造物の強化等を図るための経費

既存施設の老朽化対策として管理を体系的に捉
え計画的な施設更新に要する補助金等

漁村インフラ（漁業集落環境施設、漁港環境整
備施設等）の強靱化等を推進するために、漁業
集落及び漁港の環境整備を実施するために要
する補助金等

概　　　　　　　　　要

（単位：千円）
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⑥漁港漁場課（３／３）

事　項　名
R７年度当

初予算
R６年度当初

予算

農山漁村地域整備交
付金

1,018,250 1,118,345

漁港漁村活性化対策
費

78,300 73,928

港整備交付金事業 0 35,500

（市町村営漁港水産
基盤整備費）

1,969,356 2,842,925

漁港災害復旧費 410,000 410,000

50,000 50,000 災害復旧事業に要する経費（単独）

（災害復旧費） 460,000 460,000

職員給与費 182,328 190,515

（水産業総務費） 182,328 190,515

水産公害対策費 728 757

漁場環境保全対策費 3,058 3,201

有明海特産魚介類生
息環境調査費

225,000 225,000

（水産業指導費） 228,786 228,958

漁港漁場課
総計

13,973,534 14,929,445

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

地域の創意工夫を活かした農山漁村地域の総
合的な整備を進めるため、農山漁村地域ニーズ
にあった計画を策定し、これに基づき事業を実
施。漁場整備、漁港整備、海岸整備、関連道整
備に要する補助金等

産地における水産業の強化や漁港・漁村におけ
る防災・減災対策に要する補助金等（非公共）

地方港湾と第１種漁港、第２種漁港において、地
域の交流促進のための環境整備や地域の防災
対策に資する施設の整備

災害復旧事業に要する経費（公共）

漁港漁場課及び関係地方機関の職員給与費

漁場環境美化と油濁被害の救済活動などに要
する経費

漁場環境の把握、粘質状浮遊物のモニタリング
等に要する経費

赤潮や貧酸素水塊が発生する有明海の漁場に
おいて、国の委託を受け、特産魚介類の生息環
境の改善調査を行うのに要する経費（国委託）
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⑦総合水産試験場（１／２）　６, 令和７年度水産部予算 （単位：千円）

事　項　名
R７年度当初

予算
R６年度当初

予算

水産試験場費 265,824 332,557

  運営費 178,255 239,159

145,778 151,949 1.総合水産試験場維持管理費 145,778

29,840 84,845 2.調査船維持管理費 29,840

2,637 2,365 ３.「生産者と向き合う総合水試」情報収集
発信事業

2,637

  試験研究費 87,569 93,398

49,784 55,488 1.漁業資源調査研究費

　・資源評価調査（受託） 31,458

　・沿岸漁業育成支援事業 8,911

　・日本周辺高度回遊性資源調査委
託（受託）

4,168

　・大型クラゲ出現調査事業（受託） 904

　・新　増殖場を活用した重要資源の放流
効果向上事業

4,343

22,078 22,115 2.種苗量産技術開発費

　・長崎県養殖特産種創出のための生
産技術開発事業

6,406

　・トラフグ養殖収益性向上のための育
種研究事業

7,757

　・環境変化に対応した貝類養殖技術
の開発・向上事業

1,945

　・真珠養殖業経営安定化対策事業 2,053

　・気候変動対応の藻類増養殖技術開
発

3,917

4,378 4,385 3.水産物加工開発研究費

　・売れる美味・新食感水産加工技術
の開発

2,318

　・多様なニーズに対応した水産加工
品創出技術支援事業

2,060

概　　　　　　　　　要
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⑦総合水産試験場（２／２） （単位：千円）

事　項　名
R７年度当初

予算
R６年度当初

予算

  試験研究費 11,329 11,410 4.養殖技術開発研究費

　・新　IoT活用有害プランクトン対策事
業

5,346

　・養殖業の成長産業化にかかる技術
開発事業

5,983

企画調整費 33,981 39,432 　・競争的研究資金導入促進事業他

総合水試計 299,805 371,989

概　　　　　　　　　要

※過去、産労部の戦略PJは、この表には入れていない
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（２）特別会計

　①沿岸漁業改善資金特別会計

水産経営課

事　項　名
R７年度当初

予算
R６年度当初

予算

131,700 134,200 1.貸付枠

　　経営等改善資金 39,000

　　生活改善資金 1,800

　　青年漁業者等養成確保資金 19,200

2.国庫納付金 47,800

3.一般会計繰出金 23,900

2,883 2,913 1.貸付事務費 1,741

2.事務委託料 672

3.貸付勘定への繰出金 470

水産経営課計 134,583 137,113

※H30に漁政課から事業移管。

　②長崎魚市場特別会計

水産加工流通課

事　項　名
R７年度当初

予算
R６年度当初

予算

長崎魚市場運営費 221,882 262,826 長崎魚市場の維持管理運営に要する経費

3,951 3,971 元金 3,482

利子 469

水産加工流通課計 225,833 266,797

業務勘定

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

貸付勘定

（単位：千円）

概　　　　　　　　　要

起債償還費
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（令和７年４月１日現在）

１．水産部行政機構図

〈水産部本庁機関〉 〈地方機関〉
水産部長 ［漁政課所管］

次長
次長
参事監（政策調整担当）
参事監（漁港漁場計画・漁場環境担当）

［漁業振興課所管］
栽培漁業センター

（漁業取締船）
〈振興局〉
長崎振興局　管理部
県央水産業普及指導センター

島原振興局　農林水産部
県南水産業普及指導センター

県北振興局　商工水産部

五島振興局　農林水産部

壱岐振興局　農林水産部

対馬振興局　農林水産部

〈県有船〉

トン

トン

トン

トン

トン

トン

漁場・環境整備担当

漁港漁場課

魚 市 場 担 当

（対馬海区漁業調整委員会事務局）

７,水産部行政機構

（県連合海区漁業調整委員会事務局）

（県南部海区漁業調整委員会事務局）

管 理 部

企 画 開 発 推 進 室

（内水面漁場管理委員会事務局）

資 源 管 理 担 当

漁 政 課 企 画 調 整 担 当

栽 培 漁 業 担 当

漁 場 環 境 科環境養殖技術
開発センター 養 殖 技 術 科

種苗量産技術
開発センター 介 藻 類 科

総 務 課

漁 業 調 査 船

総 務 ・ 予 算 担 当 鶴 丸

栽 培 漁 業 科

魚 類 科

検 査 指 導 担 当 海 洋 資 源 科
漁 業 資 源 部

総
合
水
産
試
験
場

水 産 経 営 課

水産課

漁 業 振 興 課

水産加工開発
指導センター

加 工 科

お お と り

な が さ き

漁 業 調 整 担 当

水産加工流通課 養 殖 振 興 担 当

漁 村 振 興 担 当

経 営 金 融 担 当

五島水産業普及指導センター

水
産
部 か い り ゅ う

か い お う

漁 業 取 締 室 は や ぶ さ

国内流通振興担当

（県北部海区漁業調整委員会事務局）

県北水産業普及指導センター

水産課 （五島海区漁業調整委員会事務局）

上五島水産業普及指導センター

漁 港 計 画 担 当

漁港漁村防災担当
対馬水産業普及指導センター

輸 出 振 興 担 当

壱岐水産業普及指導センター
調 整 ・ 管 理 担 当

水産課

水産課

（県北部海区漁業調整委員会事務局壱岐駐在）

漁場・環境計画担当

区分 船名 総トン数 馬力 建造年月
漁業調査船 鶴 丸 99 956 ｋｗ H21.9

漁業取締船

かい りゅ う 85 1,763 ｋｗ×2 R6.6
か い お う 99 2,473

な が さ き

ｋｗ×2

77 1,763 ｋｗ×2 H24.8
1,763

ｋｗ×2 H20.2
H20.3

ｋｗ×2 H28.3
は や ぶ さ 99 2,473
お お と り 84
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６２

２．水産部事務分掌

漁政課

１

２

３

４

５

６

７

８

水産行政の企画及び総合調整に関すること。

水産業振興基本計画に関すること。

外国との水産交流に関すること。

水産業協同組合の指導監督に関すること。

総合水産試験場に関すること（他課（室）の所管に属するものを除く。）。

部内各課(室)の予算の事務に関すること(他課(室)の所管に属するものを

除く。)。

部内各課(室)の連絡調整に関すること。

部内他課(室)の所管に属しないこと。

漁業振興課

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

国際漁業及び日中・日韓漁業協定関連対策に関すること。

外国漁船の操業対策に関すること。

大臣許可漁業、承認漁業及び届出漁業に関すること。

共同漁業、定置漁業及び区画漁業の免許及び登録に関すること。

水産資源の保護に関すること。

漁獲可能量(TAC)に関すること。

資源管理型漁業の推進に関すること。

栽培漁業の振興に関すること。

育成水面に関すること。

栽培漁業センターに関すること(他課(室)の所管に属するものを除

く。)。

漁業調整委員会及び内水面漁場管理委員会に関すること。

内水面漁業に関すること。

海洋レジャーと漁業の調整に関すること。

遊漁に関すること。

漁業の許可に関すること。

漁船に関すること。

漁業損失補償に関すること。

漁船保険に関すること。

漁業無線（公共通信）に関すること。



６３

漁業取締室

1 漁業取締に関すること。

水産経営課

１

２

３

４

５

６

水産業の改良普及に関すること。

水産業の担い手確保及び育成に関すること。

漁業経営構造改善に関すること。

漁業経営指導に関すること。

水産金融に関すること。

漁業共済に関すること。

水産加工流通課

１

２

３

４

５

６

7

水産加工業の振興に関すること。

水産物の流通に関すること。

水産物の販売促進に関すること。

養殖漁業の振興に関すること（赤潮対策を含む。）。

水産物の安全確保対策に関すること。

卸売市場(水産物に限る。)に関すること。

長崎魚市場に関すること(他課(室)の所管に属するものを除く。)。

漁港漁場課

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

漁港、漁場及び漁村の整備計画に関すること。

漁港関連道の整備計画に関すること。

漁港海岸の整備計画に関すること。

漁港の管理に関すること。

漁港区域内の公有水面に関すること。

漁港区域内の航路標識及び灯台に関すること。

漁港管理会に関すること。

漁港整備事業の実施に関すること。

漁港関連道整備事業の実施に関すること。

漁村整備事業の実施に関すること。

漁港海岸事業の実施に関すること。

漁場整備事業の実施に関すること。

市町村営漁港及び漁場関係事業の指導監督に関すること。

漁港施設の災害復旧事業に関すること。

漁場施設の災害復旧事業に関すること。

漁業公害及び漁場保全に関すること（他課（室）の所管に属するもの

を除く。）。


